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研究要旨 

わが国でがん検診によるがん死亡率低減を達成するために、欧米の組織型検診に倣い、品

質担保」について優良自治体の取り組み事例を収集した。また住民検診受診者の約半数をカ

バーする個別検診について、現在精度管理上の課題である医療機関のモニタリング（体制整

備状況の点検）に必要な要件と、実際にモニタリングを開始した地域で起きた問題を検討し

た。他には、全国の検診体制の実態把握（毎年国立がん研究センターと連携して行うチェッ

クリスト調査）や、近年のプロセス指標値の分析を行い（大腸がん検診）、精度管理の改善

度を分析した。以上の研究は国のがん対策に直結するテーマであり、今後研究成果を全国の

精度管理に活用することにより、がん検診の質向上と標準化に寄与し、最終目的であるがん

死亡率減少に資することが期待できる。 
 

Ａ．研究目的 

わが国のがん対策は、がん対策基本法

（2007年施行）、がん対策推進基本計画

（2009年～）に沿って行われている。現在

は第3期がん対策推進基本計画に従って、が

んによる死亡率減少の達成に向け、有効性

のあるがん検診の実施、全市町村での精度

管理の実施、受診率向上が求められている。 

本研究班はこのうち主に精度管理にフォ

ーカスした研究を行っている。既に欧米で

は十分な精度管理体制の下での検診（組織

型検診）が行われており、英国など多くの

国で乳・子宮の死亡率が減少している。一

方、わが国では近年まで検診精度管理の手

法自体が確立されておらず、質の低い検診

が行われていた。今後日本でがん死亡率減

少を達成するには、欧米の組織型検診のよ

うな精度管理体制が不可欠である。 

組織型検診の精度管理手法は品質保証/

管理(Quality assurance: QA)であり、その

骨子は、①精度管理指標・評価手法の設定、

②指標によるモニタリング、③精度管理評

価のフィードバックを繰り返し、徐々に全

体の水準を上げていくことである。 

本研究班は、上記①～③の各段階、及び

受診率対策において課題設定と検討を行い、
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最終的にわが国の対策型検診の精度管理体

制構築を目的としている。 

 

Ｂ．研究方法 

今年度実施した研究について、研究課題

別に記述する。 

 

1.全国のがん検診精度管理状況の把握 

がん対策推進基本計画では、全市町村で

の精度管理の実施（個別目標）、及び都道

府県主導による精度管理（取り組むべき施

策）が掲げられている。この進捗を測るた

めには、市区町村や都道府県を対象とした

精度管理の正確な実態把握が必要である。 

そこで、国立がん研究センターがん対策

情報センターと連携して全国自治体および

都道府県の精度管理状況についてモニタリ

ングと分析を行った。本研究班では調査票

の作成、結果の分析・評価を担当した。 

 

（1）市区町村の精度管理状況 

-市区町村用チェックリストの遵守状

況 

全国約1700市区町村を対象に、平成29

年度の健康増進法に基づく健康増進事業

による検診実施体制（集団/個別検診別）

を調査した。調査票は平成28年に改定さ

れたチェックリスト注）を基に作成し、各

項目の回答基準を明確に記載した。調査

期間、調査方法の詳細は別添1参照。 

 

注）「事業評価のためのチェックリスト」

は「今後の我が国におけるがん検診事業

評価の在り方について」報告書（平成20

年、厚労省）掲載されていたが、近年の

がん検診実施状況の変化や個別検診に対

応した改定が求められていた。そこで昨

年本研究班が改定版を作成し、厚労省健

康局長通知にて全国に周知された。 

 

（2）都道府県協議会（生活習慣病検診等管 

理指導協議会）の精度管理状況 

-都道府県用チェックリストの遵守状

況 

全47都道府県を対象に、平成28年度の

生活習慣病検診等管理指導協議会（以下、

協議会）の活動状況（県下の市区町村及

び検診機関のモニタリング・フィードバ

ック・住民への公表）と、都道府県チェ

ックリストの実施状況を調査した。調査

期間、調査方法の詳細は別添2参照。 

 

（3）プロセス指標値の年次推移 

プロセス指標はがん検診の中間結果を

示す指標である。大腸がん検診のプロセ

ス指標値について、近年（2003～2013年）

の推移を把握し、精度管理状況が改善し

ているかを検討した。プロセス指標値（要

精検率、精検受診率、精検未受診率、精

検結果未把握率、がん発見率、陽性反応

適中度）は地域保健・健康増進事業報告

から集計した（全国、都道府県別、男女

別）。 

 

2.精度管理向上のバリアと解決策の検討 

チェックリストで示された最低限の検診

体制のうち、全国的に特に遵守状況が悪い

「精検受診率向上対策」、「検診機関の質

担保」について、体制整備上の課題や改善

策を検討した。方法としては、上述の全国

調査においてこれらの実施率が高く、また

精検受診率が良好だった（精検受診率が5が

ん平均で90％以上）市区町村に、具体的な

実施方法をヒアリングした。 

さらに、ヒアリング先自治体の検診担当者

数名と研究班メンバーによる検討会を開催

し、今後検診精度管理を加速化させる上で

必要な対策について検討した。 

 

3.個別検診の精度管理体制構築 

健康増進事業による住民検診には集団検

診方式と個別検診方式があり、前者は既に

チェックリストやプロセス指標による精度

管理が進み、精度管理体制が改善しつつあ

る。一方、個別医療機関で行う個別検診は、

精度管理の枠組みがないまま、半ば診療の

延長で行われ、また自治体、医師会、個別

の医療機関などの役割分担が明確化されて

いなかった。そのため精度管理が立ち遅れ、

集団検診との大きな格差が問題となってい

る。現在は個別検診受託医療機関のモニタ

リングですら不可能な地域も多く、出来る

ところから順次始めるしかない状況である。

その中で、個別検診の精度管理に着手した

いと連絡のあった4県3市と連携し、昨年ま

でにモニタリングの準備を進めてきた。 

モニタリングの事前準備、モニタリングで

の課題及び解決策について事例収集を行っ
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た。 

 

（倫理面での配慮） 

 本研究の主な対象は地方公共団体であり、

個人への介入は行わないため、個人への不

利益や危険性は生じ得ない。また研究に協

力する全ての地方公共団体に対し、事前の

同意、承認を得ることを前提とする。官庁

統計等は所定の申請・許可を得て用いる。 

 

Ｃ．研究結果    

 1.全国のがん検診精度管理状況の把握 

（1）市区町村の精度管理状況 

調査対象1737市区町村（平成29年度の

全市区町村数）のうち、1673市区町村か

ら回答を得た（回収率96.3％）。チェッ

クリストの全項目実施率は集団検診で約

76％、個別検診で62～66％だった。項目

別では以下の実施率が特に低かった。実

施率はがん種により若干異なる。 

・受診者への説明（51～56％） 

・個別受診勧奨の実施（51～53％） 

・精検機関に対する、精検結果報告書の

返却依頼（46～49％） 

・適切な仕様書による検診機関の委託 

（51～56％） 

・検診機関への精度管理評価のフィード

バック（約28％） 

その他の、調査結果の詳細は別添1に示す。 

 

（2）都道府県協議会（生活習慣病検診等管

理指導協議会）の精度管理状況 

調査対象全47都道府県のうち、46都道府

県から回答を得た。 

・がん部会の開催 

45都道府県中、協議会（各がん部会）

を開催したのは38～40県だった。 

・部会での検討結果の公表 

34～35県が、がん部会での検討結果を

公表した。 

その他の詳細な結果は別添2に示す。 

 

（3）プロセス指標値の年次推移＊ 

2003年～2013年において、大腸がん検

診のプロセス指標は以下のように推移し

た。 

要精検率： 2011年まで約6.5％で推移し、

その後わずかに上昇 

がん発見率： 0.15％から0.21％に上昇 

PPV： 2.2％から3.1％に上昇 

精検受診率： 58％から67％に上昇 

精検未受診率： 24％から16％に低下 

精検未把握率： 18％から17％に低下 

＊詳細は分担研究報告書を参照。 

 

2.精度管理向上のバリアと解決策の検討 

（1）ヒアリング調査 

精度管理が良好（対象のチェックリス

ト項目が遵守できており、かつ精検受診

率が90％以上）だった140自治体のうち、

約20自治体に対し、電話・訪問によるヒ

アリングを行った。ヒアリングから判明

した優良事例について、以下に要点を示

す。 

 

①精検受診率向上に関する優良事例 

・県による、要精検者の登録・追跡の一 

元化 

   県と契約した専門機関が、県内全市

町村の要精検者を把握し、精検受診の

有無及び精検結果を一元的に把握する

（当該機関に精検結果が返信されるよ

う、精検結果回収ルートを統一してい

る）。専門機関は数ヶ月ごとに精検未

受診者のリストを作成し、各市町村に

報告する。この報告を受けて、各市町

村は精検未受診者に精検勧奨を行う。 

・県による、精密検査機関の登録制度の 

整備 

県とがん部会等が精検機関としての

必須要件を決定し、それらの要件を満

たした医療機関は、県指定の精検機関

として登録される。登録は概ね3年毎の

更新制で、更新時期には講習会の受講

等が義務付けられる。登録要件は県に

より若干異なるが、「精検結果報告」

は各県に共通して含まれる。各市町村

は登録医療機関の中から近隣市町村の

医療機関をピックアップして、要精検

者に案内する。 

・（県境に位置する市町村）県外精検施

設との独自契約 

県境に住む住民の利便性向上のため、

県境にある市は、県外の精検機関と独

自に委託契約する（契約条件の中に精

検結果の報告が含まれる）。 

・精検受診日の指定（精検施設が極めて

少ない自治体のケース） 
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・（個別検診でのケース）医師による紹 

介状の作成 

要精検者と医師が相談して精検機関

を決定し、医師が紹介状を作成する。

紹介料は徴収しないことを申し合わせ

ている。 

・精検未受診者への説得強化 

半年経過しても精検を受診しない者

に対し、個別に未受診理由を聞き、精

検受診を勧める。また、精検未受診の

場合は次年度の検診受診資格がないこ

とも伝える（※） 
※実際には、翌年受診を希望した場合は受け

入れ可能である。この事例の特徴は、精検未

受診では検診の意味がなくなることを住民に

強く伝えている点である。 

 

②検診機関の質担保に関する優良事例 

・（市町村ではなく）県によるフィード 

バックの実施 

県が全検診機関の事業評価、フィー

ドバックを一元的に実施し、各市町村

はその内容を共有している（同様のケ

ースは数県ある）。ただし、県は各検

診機関の事業評価を市町村に伝えるの

みで、検診機関にフィードバックする

かどうかは市町村の判断に任せている

事例もあった。実際に市町村がフィー

ドバックしたかどうかは確認されてお

らず、必要な情報が検診機関に伝わっ

ていないため、この事例は不適切であ

る。 

・委託契約前の、検診機関用チェックリ

スト遵守状況の確認 

事前に検診機関用チェックリストで

体制を点検し、体制整備状況が良い検

診機関のみと委託契約を結ぶ 

・外部の専門機関に精度管理を委託 

自治体側にマンパワーやノウハウが

ないため、精度管理自体を外部機関に

委託している（※）。当該機関には検

診業務の殆どを委託しており、2～3年

で交代する自治体担当者より知識・経

験が優れている。 
※この場合、市町村と外部機関の情報共有が

出来ていることが重要であろう。不適切な事

例として、外部機関に精度管理を任せきりに

しており、自治体担当者は詳細を把握してい

ない、というケースもある。これでは万が一

外部機関側の体制に問題が起きた場合にチェ

ック機能が無いことになり、問題である。 

 

（2）検討会の結果 

精度管理が優良な地域の担当者らと、

今後精度管理向上を目指す上で、国や厚

労省に積極的な関与を求めたいことにつ

いて検討した。詳細は別添3に示すが、要

点は以下のとおりである。 

・高齢者の対象年齢上限の設定、実施主

体を保険者で切り分ける方策の検討 

理由：何度受診勧奨しても受診に結 

びつかない対象者がいるため 

・精検結果返却に文書料が不要なことに

ついて、国・厚労省からの正式な通知

文書の発出 

理由：実際に文書料を請求される事

例が多く報告されているが、現状で

は文書料が不要なことを明示した文

書がない。現状では県やがん部会等

から医療機関に理解を求めるしか有

効な手立てがない。 

・がん検診に関する教育カリキュラムや

教員の養成 

理由：現在の医師養成課程では、が

ん検診に関する十分な教育が行われ

ておらず（医学部の教育カリキュラ

ムにほとんど含まれていない）、検

診の科学的根拠や精度管理に対する

理解が広まらない。今後指針外検診

の実施を中止したり、個別検診で精

度管理を推進していく上で、基本的

な知識の普及が不可欠。 

 

3.個別検診の精度管理体制構築 

連携先4県3市の状況から、医療機関の

モニタリング開始までに検討すべき項目

と、モニタリング開始後の問題点をまと

めた。 

 

（1） 医療機関のモニタリング開始まで

に検討すべき項目 

①詳細な現状把握 

個別検診の実施割合、プロセス指標

値、個別検診の委託形態、医療機関数、

医師会の活動内容（精度管理への関与

の程度）など。 

②関係者への丁寧な説明 

チェックリストの回答者である医療

機関、および回答に協力する地域医師
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会等に対し、精度管理やチェックリス

トの意義を説明し、モニタリングの重

要性の周知を図り、協力を求める（説

明会開催、個別訪問で説明など）。 

③スムーズな回答経路の設定 

チェックリストには、医療機関（最

終的な回答者）、医師会、市町村、外

注施設が連携して回答するため、関係

者間でスムーズに情報共有ができるよ

う、事前に回答経路を調整する。地域

医師会の関与の程度は様々で、地域医

師会が調査を主導する地域もあれば、

マンパワー不足等の理由により協力を

拒む地域もある。地域医師会の自治体

内における検診への関与に関する類型

を整理し、それらに共通のあるいはそ

れぞれの類型別の標準的な回答の仕組

みを検討する必要がある。 

④調査票の作成 

回答者の解釈のバラツキを避けるた

め、項目ごとに回答基準を統一した調

査票を作成する。 

 

（2）モニタリング開始後の問題点 

4県3市のうち、現時点でモニタリング

を終えたのは1県1市である。医療機関数

は最大500施設、回答率は8割を超えてい

た。 

① 精度管理に対する理解度が低い 

・チェックリスト調査により「格付け

されるのではないか」「回答如何に

よっては委託対象からはずされるの

ではないか」と思われ、調査への協

力が得られない 

・外注先機関から、「会社の方針で回

答できない」との理由で回答を断ら

れる 

・検診機関、医師会双方から「自施設

では分らないので、他に聞いて欲し

い」とのクレームが挙がる。自施設

の精度管理上の役割を認識していな

い。 

② 自治体による説明のノウハウが不

足 

・調査への協力を得るには、精度管理

の重要性、チェックリストの意義、

など基本的なことを医師会/医療機

関に説明しなければならない。その

資料作成に多大な労力が求められる 

・自治体と地域医師会はお互い対等な

立場で契約を交わしているものの、

連携体制が構築できていない。 

③ 調査結果を具体的な改善策に繋げ

られない 

・事業評価を返すことはできても、本

来行うべきとされている「医師会と

共に改善策を検討する」までは行か

ない。 

 

Ｄ．考察 

 （1）全国のがん検診精度管理状況の把握 

①市区町村の精度管理状況 

昨年と同様に、受診者への説明、

call-recall、精検受診率向上対策、検

診機関の質担保に関する項目は実施率

が低く、優先的に改善策を講じる必要

がある。ただし、「受診者の説明」は

昨年より25ポイントも改善しており、

この要因として平成29年に国立がん研

究センターと研究班が作成したリーフ

レット（※）の影響が考えられる。 
※国立がん研究センターと本研究班が開発し

た、受診の意思決定を支援するためのリーフ

レット。検診のメリット・デメリットなど、

受診者に説明すべき項目（チェックリストで

規定された内容）はこのリーフットで網羅で

きる。リーフレットは平成29年4月に研究班ホ

ームページ（下記）で公表し、各自治体が自

由にダウンロードして利用できるようにした。 

 

 【リーフレットの公表先】 

科学的根拠に基づくがん検診推進のペ

ージ（がん検診マネジメント） 

 

http://canscreen.ncc.go.jp/managem

ent/taisaku/setsumei.html 

 

②都道府県協議会（生活習慣病検診等

管理指導協議会）の精度管理状況 

都道府県の役割として定義される、

協議会（がん部会）の開催と、協議会

の検討結果の公表を行う県は近年増加

傾向にある。特に検討結果の公表につ

いては、本研究班が取り組みを開始し

た平成23年と比較すると、現在では実

施率が約30ポイントも上昇している

（約45％→約78％）。これは全国研修

会等により協議会の活動の重要性が啓

発された効果と考えられる。ただし、
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公表内容は県によって様々であり、単

なる会議資料の掲載から、一定基準に

満たない市町村名や検診機関を公表す

る県まで多様で、後者は現時点ではご

く僅かである。第3期がん対策推進基本

計画でも、精度管理向上の手段として

生活習慣病検診等管理指導協議会の活

性化が取り上げられており、協議会の

役割は今後も益々重要となる。 

 

③プロセス指標値の年次推移 

大腸がん検診のプロセス指標は概ね

改善傾向にあるが、要精検率はやや増

加傾向が見られ、その原因の検討も含

めて注意深い観察が必要である。精検

受診率は近年でも70％台であり、がん

対策推進基本計画の個別目標である

90％達成に向け、精検未受診、未把握

を減らす更なる対策が求められる。自

治体間の課題に応じた対応更に特に精

検結果未把握率今後大幅な改善が必要

であり、精検未受診や精検結果未把握

を減らす抜本的な対策が求められる。 

 

（2）精度管理向上のバリアと解決策の検討 

検診精度管理改善のバリアとなってい

る「精検受診率向上対策」、「検診機関

の質担保」について、優良事例を収集し

た。他自治体がすぐに導入可能な事例も

あれば、導入までに時間をかけた検討が

必要な事例（県による精検結果把握の一

元化、精検機関の登録制など）もある。

今後各地域の実情に合わせて取り入れて

もらうことで、精度管理の向上が期待で

きる。またこれらの解決策の有用性につ

いても今後評価していく。 

今回収集した事例は国立がん研究セン

ターが事例集としてまとめ、全都道府県、

全市区町村に配布した。 

また、国や厚労省への要望に関しては、

今後提言書としてまとめ、研究班員がメ

ンバーを務めるがん検診検討会など機会

を捉えて提言していく。 

 

（3）個別検診の精度管理体制構築 

モニタリング開始までの準備の要点、  

および、実際にモニタリングを開始した

地域での問題点をまとめた。このうち、

医師会や医療機関関係者の理解向上を支

援するためのツールは今後充実させる必

要があるだろう。また、現在は多くの地

域で医療機関のモニタリングすら出来て

いない状況であるが、今後はいかに実効

性のある形でフィードバックを行うか、

について検討を進めていく。 

 

Ｅ．結論 

 死亡率減少が実現できるがん検診精度

管理体制の構築のために、本研究班ではQA

の各段階について検討課題を設定し検討を

進めてきた。これらの検討課題は日本で組

織型検診の体制を構築するためのものであ

り、がん対策の成果を挙げるうえで重要で

ある。実際に、近年の住民検診における精

度管理水準は改善傾向にあり、組織型検診

の仕組みの導入が要因であると考えられる。

今年度は更に検診の質向上を目指し、体制

整備が遅れている分野について、バリアと

解決策を検討した。これらの研究成果を今

後実際の検診事業に取り入れることにより、

全国で質の高い検診が行われ、最終目的で

あるがん死亡率減少に資することが期待で

きる。 
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  なし  
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高橋宏和、斎藤博.都道府県主導による、

がん検診精度管理について、鹿児島公
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 特になし 

 

 2. 実用新案登録 

 特になし 

 

 3.その他 

 特になし 
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1.調査の背景 

平成 19 年 6 月にがん対策推進基本計画が閣議決定され、がんの早期発見のため「すべて

の市町村における精度管理・事業評価の実施」が個別目標として掲げられました。この時に

精度管理・事業評価の指標として「事業評価のためのチェックリスト」注 1）が作成され、厚

生労働省健康局長通知によって全国に周知されました。平成 29年 10月に閣議決定されたが

ん対策推進基本計画（第 3期）では、全体目標のひとつに「科学的根拠に基づくがん予防・

がん検診の充実」が設定され、がん検診の精度管理についての項目も新たに追加されていま

す。 

 国立がん研究センター及び厚生労働省研究班は、平成 21 年度から「事業評価のためのチ

ェックリスト」の実施状況を継続的に調査しており、今年度は 9回目の調査を実施しました。 

 

注 1）がん検診に携わる検診機関・市区町村・都道府県が実施するべき最低限の項目が纏められたリスト。 

厚生労働省がん検診検討会にて項目内容が検討され、厚労省報告書「今後の我が国におけるがん検診の事業評

価の在り方について」（平成 20 年 3 月）に掲載されました。なお、同チェックリストは平成 28 年 4 月に改定

されました。 

参照：国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報サービス 

http://ganjoho.jp/med_pro/pre_scr/screening/check_list.html 

 

 

2.調査の目的 

「事業評価のためのチェックリスト（市区町村用）」項目の実施状況により、検診体制の

実態や、今後重点的に強化すべき体制面の課題を把握しました。 

 

 

3.調査対象、調査内容 

平成 29 年度及び平成 27 年度に、健康増進事業に基づくがん検診（集団検診/個別検診、

胃がん/大腸がん/肺がん/乳がん/子宮頸がん）を、指針注 2）に沿った検査法で行った市区町

村を対象としました。 

調査内容は、チェックリスト項目、及びチェックリスト以外に当センターが独自に追加し

た項目の遵守状況です。調査内容は「平成 29年度に実施した検診の体制（調査 1）」と、「平

成 27 年度に実施した検診結果の集計状況（調査 2）注 3）」に分かれています。 

 
注 2）厚生労働省健康局長通知「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」 

注 3）平成 29年度がん検診事業担当者（本調査の回答者）は、平成 29年 6月に「平成 28年度地域保健・健康

増進事業報告（平成 27 年度の検診結果を報告）」を行うため、必然的に平成 27 年度分の検診データを

把握できます。その検診データをどの程度詳細に集計したか（例えば受診歴別に集計したか、など）を、

調査 2で把握します。 

 

 

4.調査方法 
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4-1 調査票 

チェックリストに基づいて、独自に回答基準を設定した調査票（電子ファイル）を作成し

ました注 4）。 

各項目への回答は、○（確実に実施した）、×（実施しなかった。回答時点では未実施で、

その後も実施予定はない）、△（実施予定。回答時点では未実施だが、確実な実施予定があ

る）の 3択としました。 

  

注 4）胃がん検診（エックス線検査）、胃がん検診（内視鏡検査）、大腸がん検診、肺がん検診、乳がん検診、

子宮頸がん検診の 6種 

 

4-2 調査票の送付、回収、調査期間 

調査票は都道府県を通じてメールにて送付し、回答の回収は国立がん研究センターの web

サイト「自治体のためのがん検診精度管理支援のページ」より行いました。調査期間は平成

29 年 12月 4日～平成 30年 2月 28日としました注 5）。 

 

 

注 5）平成 29年 12月以前に調査開始を希望した都道府県については、各県の希望に沿って調査期間を設定し

ました。さらに、△の回答があった項目については、平成 30年 1月 9日～2月 28日に再調査を行い、最終回

答を得ました。なお、最終の回答提出期限の時点でも△の項目については、△を最終回答としました。 

 

4-3 回答の集計方法 

全項目、各項目について全国の実施率を以下の方法で集計しました。実施率は、確実に実

施したことだけを評価した実施率（実施予定含まず）と、実施予定も含む実施率（実施予定

含む）の 2種類です。 

 

・全項目の実施率（%）： 

「実施した（または実施予定）」と回答した数/（集計対象の市区町村数注 6）×チェックリスト項目数）×100 

・各項目の実施率（%）： 

「実施した（または実施予定）」と回答した数/集計対象の市区町村数注 6）×100 

 

注 6）集計対象の市区町村は「対象年度に検診を実施していた市区町村」です。 

 

5.調査結果 

5-1 回収状況（別添 1参照） 

調査対象 1737市区町村（平成 29年度の全市区町村数）のうち、1673市区町村から回答を

得ました（回収率 96.3％）。別添 1に、調査への回答数、回収率、および全項目実施率とそ

の集計対象市区町村数（全項目に回答した市区町村数）を示します。 

 

5-2 実施率（別添 2、別添 3参照） 

別添 2には集団検診、別添 3には個別検診の、全項目と各項目の実施率を示します。実施
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率は、調査終了時点において当該項目を確実に実施したことだけを評価した実施率（実施予

定含まず）と、回答時点では未実施だが、確実な実施予定があると回答した場合も評価に含

む実施率（実施予定を含む）の 2種類を示します。 

 以下、主な調査項目について実施率（実施予定含まず）の特徴を簡単にまとめます。なお、

胃がん内視鏡検診は平成 28 年度から導入されましたが、多くの自治体でまだ開始されてお

らず、本調査の集計対象市区町村数も少ないため（集団検診：63市区町村、個別検診：446

市区町村）現状では解釈が難しく、下記のまとめからは省略します。 

 

5-2-1 集団検診での実施率（別添 2参照） 

全項目の実施率は、部位による違いはほとんどありませんでした（75.5％～76.0％）。

また、項目別の実施率は部位により若干異なりますが、高い項目と低い項目の傾向は概

ね共通でした。 

 

 [受診率向上体制（問 1-1～問 1-2-1)] 

・ 対象者全員の氏名を記載した名簿を作成した（93.5～93.7％） 

・ 対象者全員に個別に受診勧奨を行った（50.3～52.5％） 

・ 未受診者全員に対し、個人毎に再勧奨を行った（8.8～9.5％） 

  

[受診者への説明（問 3-1）] 

・ 受診者に対し、検診の有効性と限界、精検受診の必要性等を説明した（50.6～56.4％） 

 

[データの記録管理体制（問 2-1、問2-2、問4-4、問5-2、問5-3、問5-4、問5-5）] 

・ 個人別の受診台帳を作成した（92.3～93.5％） 

・ 過去 5年間の受診歴（90.2～92.1％）や精検方法/精検結果（81.2～82.8％）等を記録して

いる 

・ 検診（精検）機関に対し、地域保健・健康増進事業報告の項目を網羅できるような報告を

求めた（92.5～96.6％） 

・ 検診（精検）機関からの報告書が地域保健・健康増進事業報告を網羅していない場合、当

該機関に改善を求めた（89.7～94.6％） 

 

[精検受診率向上体制（問 3-2、問 3-2-1、問 4-2、問 4-3、問 4-5、問 4-6）] 

・ 要精検者に受診可能な精検機関名の一覧を提示した（55.9～62.5％） 

・ 上記の精検機関には、予め精検結果の報告を求めた（45.9～48.8％） 

・ 精検（治療）結果が不明の者については、本人もしくは精検機関への照会により結果を確

認した（88.7～89.4％） 

・ 個人毎の精検（治療）結果を市区町村、検診機関、精検機関が共有した（78.3～82.0％） 

・ 精検未受診と未把握を正確な定義により分類し、精検未受診者を特定した（85.0～85.4％） 

・ 精検未受診者に受診勧奨を行った（87.4～87.6％） 

 

[検診機関の質の担保（問 6-1～問 6-2-3）] 
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・ 委託検診機関の選定時に仕様書を取り交わし（68.4～71.4％）、その仕様書に必要最低限の

精度管理項目注 7）が記載されていた（51.2～56.2％） 

・ 検診終了後に、仕様書内容が遵守されたかを確認した（35.1～37.0％） 

・ 検診機関に精度管理評価を個別にフィードバックし（27.7～28.3％）、具体的には、検診機

関用チェックリストの遵守状況のフィードバック（23.9～24.6％）、プロセス指標値のフィ

ードバック（19.6～20.8％）を実施した 

・ 課題のある検診機関に改善策をフィードバックした（18.2～19.1％） 

 

注 7）厚労省報告書「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」別添 8参照 

 

[各精度指標の集計（問 7-1以降）] 

精度指標の集計は①単純把握、②性・年齢 5歳階級別集計、③検診機関別集計注 8）、

④検診受診歴別集計が求められています。全指標共通で①の実施率が最も高く、次い

で②、③、④の順に低下していました。 

 

・ 受診率：①96.3～97.5％、②91.5～92.3％、③86.0～87.1％、④80.1～80.9％ 

・ 要精検率：①94.5～95.7％、②88.7～89.8％、③83.8～85.0％、④76.4～77.3％ 

・ 精検受診率：①93.1～94.3％、②86.9～88.2％、③82.5～83.8％、④75.3％～76.1％ 

・ がん発見率：①90.8～91.6％、②84.8～85.4％、③80.5～81.3％、④74.0～74.4％ 

・ 陽性反応適中度：①75.8～77.5％、②69.7～70.7％、③67.9～68.8％、④62.7～63.3％ 

 

注 8）検診機関の定義は医師会単位ではなく、実際に検診を実施する個々の医療機関 

 

  5-2-2 個別検診での実施率（別添 3参照） 

個別検診の全項目実施率は 61.6％（肺がん）～66.2％（子宮頸がん）で、集団検診と比

べて個別検診の実施率が低く、9.3～13.9ポイント下回っていました。実施率が高い項目

と低い項目の傾向については集団検診と概ね共通でした。なお、集団検診と個別検診の体

制で差異が生じにくい項目（対象者名簿の作成、対象者数の把握、受診台帳の作成、地域

保健・健康増進事業報告の実施）については、実施率の乖離は僅かでした。 

 

以下、集団検診より特に実施率が低かった項目を示します。 

 

・ 受診者に検診の有効性と限界、精検受診の必要性を説明した（問 3-1）：集団（50.6～56.4％）、

個別（31.4～37.0％） 

・ 要精検者に受診可能な精検機関名の一覧を提示した（問 3-2）：集団（55.9～62.5％）、個別

（34.7～47.4％） 

・ 個人毎の精密検査（治療）結果を市区町村、検診機関、精検機関が共有した（問 4-3）：集

団（78.3～82.0％）、個別（58.8～64.2％） 

・仕様書に必要最低限の精度管理項目を記載した（問 6-1-1）：集団（51.1～56.2％）、個別（31.9

～40.5％） 

・検診終了後に、仕様書内容が遵守されたかを確認した（問 6-1-2）：集団（35.1～37.0％）、
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個別（13.6～21.2％） 

・プロセス指標値※を検診機関別に集計した 

 ※例えば要精検率（問 9-1-2）：集団（83.8～85.0％）、個別（56.9～63.2％） 

 

     

5-3 実施率（実施予定を含む） （別添 2、別添 3参照） 

多くの項目で実施率（実施予定含まず）と大きく変わりませんでした。 

比較的実施予定の自治体の割合が高かった項目は、集団検診では、精検未受診者への

受診勧奨（問 4-6）、検診終了後の仕様書遵守の確認（問 6-1-2）検診機関へのフィード

バック（問 6-2）、検診機関へのチェックリスト遵守状況のフィードバック（問 6-2-1）

でした。個別検診では、精検未受診者の特定（問 4-5）、精検未受診者への受診勧奨（問

4-6）、検診終了後の仕様書遵守の確認（問 6-1-2）などでした。これらの項目は年度を

超えて行われることも多く、調査期間内には開始が間に合わなかったことが考えられま

す。 

 

 

6.まとめ（今後の課題） 

本調査の結果より、集団・個別検診共に今後の重点課題として、受診者への説明（検診の

有効性や限界、精検受診の必要性など）、個別受診勧奨・再勧奨（call-recall）、精検受診率

向上のための体制整備、検診機関の質向上が挙げられます。特に個別検診では、精検受診率

向上のための体制整備と検診機関の質向上は最も重要な課題と言えます。現時点ではまだ集

団検診よりチェックリスト実施率は低い傾向にあり、個別検診を担う地域医師会とどう連携

するかも含め、体制作りを急ぐ必要があります。 

最後に、調査の回収率は 96.3％と昨年度より更に高くなっており、これはチェックリスト

の周知が進んできていることを示します。ご回答いただいた市区町村のご担当者、および調

査の遂行や回収率向上にご尽力いただいた都道府県のご担当者の皆さまに、厚く御礼申し上

げます。 
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別添1　　平成29年度 市区町村チェックリスト調査  都道府県別回収状況・全項目実施率

集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別
集計対象 1599 587 63 446 1528 834 1541 569 1533 1298 1416 1460

％ 76.0 63.6 46.3 50.5 75.6 64.0 75.5 61.6 75.7 65.8 75.5 66.2
集計対象 174 94 11 34 174 112 171 94 170 152 171 153

％ 61.2 51.5 35.9 40.7 61.0 49.5 60.5 49.4 61.1 49.5 61.5 49.7
集計対象 40 20 0 0 40 24 40 15 40 25 40 29

％ 78.3 62.5 - - 78.3 63.5 78.6 64.8 77.6 64.2 77.1 67.2
集計対象 28 2 0 1 27 4 28 3 28 7 26 12

％ 74.4 58.7 - 52.6 73.0 66.3 72.4 60.1 71.9 67.0 73.0 73.9
集計対象 35 2 0 1 32 5 35 3 26 13 21 27

％ 96.2 90.4 - 78.9 96.8 92.7 95.7 90.2 96.8 93.4 96.3 93.1
集計対象 25 5 0 0 25 6 25 4 25 20 25 22

％ 71.5 41.2 - - 71.6 44.6 73.2 39.7 71.6 60.5 72.6 62.2
集計対象 35 4 6 1 35 5 35 4 35 18 35 21

％ 82.2 55.3 33.3 42.1 83.2 50.0 81.3 55.4 82.3 64.1 81.7 64.1
集計対象 39 20 0 28 37 19 39 17 34 30 34 35

％ 69.5 51.7 - 51.1 70.7 52.7 69.9 49.7 71.5 56.3 73.1 59.0
集計対象 44 5 0 5 44 6 44 3 43 41 41 44

％ 82.6 75.4 - 42.1 82.7 75.6 82.5 75.8 81.9 71.2 82.5 78.2
集計対象 25 4 1 3 25 8 25 5 25 18 25 22

％ 87.5 53.4 5.3 47.4 87.9 63.7 88.0 63.1 89.0 63.7 88.9 68.3
集計対象 35 8 0 12 34 12 29 2 35 25 35 30

％ 87.7 72.4 - 56.6 84.3 72.1 87.0 71.6 88.2 72.3 89.1 73.2
集計対象 54 20 0 26 40 46 51 28 58 53 34 61

％ 69.8 57.6 - 39.7 68.5 62.0 69.5 59.7 70.2 60.5 70.3 60.8
集計対象 52 13 0 7 44 21 49 15 48 34 48 45

％ 77.8 74.0 - 59.4 74.6 68.0 78.1 69.8 76.5 66.5 75.8 62.9
集計対象 44 17 4 9 30 45 36 20 29 46 14 52

％ 56.1 50.9 23.7 34.5 54.6 49.9 54.1 50.4 53.9 52.5 47.5 51.9
集計対象 28 14 0 9 27 22 24 24 32 31 29 33

％ 56.5 54.9 - 44.4 56.4 54.2 56.9 51.9 57.3 53.4 55.5 52.3
集計対象 30 1 0 2 29 4 30 0 29 11 27 23

％ 95.3 75.0 - 68.4 96.0 87.5 96.1 - 95.0 86.8 96.2 88.8
集計対象 15 13 1 14 15 12 15 8 15 14 15 15

％ 62.2 52.2 47.4 47.4 62.4 51.4 58.0 46.8 61.7 47.0 62.4 51.3
集計対象 18 3 0 9 19 8 19 6 19 18 19 19

％ 90.2 86.5 - 64.9 89.9 84.9 90.2 85.3 92.9 84.3 89.8 82.5
集計対象 17 17 0 16 17 17 17 17 17 17 17 17

％ 98.9 98.4 - 95.4 97.1 96.6 98.8 98.4 98.0 97.5 99.0 98.6
集計対象 27 13 7 11 27 14 27 14 27 20 14 25

％ 65.6 58.0 46.6 41.1 65.3 60.6 65.1 60.9 64.0 59.5 59.9 55.5
集計対象 59 3 3 13 63 17 40 7 62 48 57 56

％ 80.6 67.9 45.6 46.2 78.9 66.3 79.3 54.6 78.9 65.9 76.9 64.1
集計対象 40 11 3 4 36 15 39 10 39 25 26 37

％ 81.5 78.1 59.6 52.6 80.9 78.7 81.1 74.9 81.0 80.1 81.1 75.8
集計対象 33 19 0 13 28 23 31 16 29 30 25 34

％ 68.5 59.3 - 49.0 69.4 60.1 69.8 57.0 66.5 62.5 63.9 60.3
集計対象 41 43 0 20 38 44 42 40 43 49 39 51

％ 66.9 63.6 - 44.5 67.0 63.5 66.2 63.7 66.8 62.9 65.7 61.1
集計対象 28 17 2 19 26 21 29 15 29 29 29 29

％ 68.7 56.7 60.5 45.4 68.0 53.9 69.2 51.1 69.3 53.6 69.2 52.4
集計対象 19 4 0 1 15 10 14 3 16 19 14 19

％ 86.0 82.7 - 63.2 86.5 83.5 87.1 83.7 86.7 83.4 85.1 81.8
集計対象 24 1 0 2 20 14 25 0 20 16 13 24

％ 76.7 82.7 - 52.6 75.2 75.7 74.7 - 76.0 74.3 65.7 67.7
集計対象 38 19 0 5 38 39 40 23 39 39 35 41

％ 86.2 77.1 - 57.9 85.4 78.6 84.4 78.3 86.0 82.1 85.8 80.4
集計対象 38 14 3 7 40 18 39 17 32 33 27 36

％ 72.7 58.0 56.1 39.8 71.6 61.1 71.7 61.5 72.7 62.6 72.0 61.4
集計対象 38 12 0 21 36 23 38 6 33 33 32 36

％ 82.8 82.1 - 61.9 82.0 79.8 81.9 85.0 82.5 80.5 81.8 78.3
集計対象 30 23 1 21 30 22 30 19 30 28 18 30

％ 84.0 75.7 84.2 52.1 84.2 75.5 84.1 73.8 84.7 77.1 87.5 77.6
集計対象 15 10 0 13 14 13 15 11 15 14 14 15

％ 78.5 69.0 - 61.5 78.0 71.4 79.0 70.9 78.8 71.7 75.1 69.8
集計対象 19 2 0 3 15 7 18 4 18 14 18 17

％ 94.1 80.8 - 49.1 92.9 82.1 93.9 83.3 94.7 83.8 94.4 81.1
集計対象 26 12 0 14 27 11 27 7 27 22 27 22

％ 85.7 79.5 - 57.1 86.1 80.6 86.1 79.0 86.1 80.5 85.8 81.2
集計対象 23 17 0 13 23 19 23 18 23 23 23 23

％ 69.1 57.8 - 40.9 69.2 54.9 69.1 55.3 68.8 52.1 68.1 52.5
集計対象 19 15 0 10 19 14 19 10 16 19 17 19

％ 65.4 56.5 - 52.6 66.0 56.6 64.4 54.3 65.8 57.1 65.7 58.9
集計対象 24 10 0 6 21 16 24 5 22 24 14 24

％ 85.3 86.3 - 54.4 86.3 84.9 86.4 85.1 86.8 84.6 85.6 83.9
集計対象 16 9 4 8 14 8 17 4 17 14 17 13

％ 93.8 87.6 69.7 71.7 94.9 84.6 93.5 84.8 93.9 87.4 93.9 87.0
集計対象 20 1 0 1 20 2 20 1 20 10 20 12

％ 88.4 80.8 - 63.2 88.4 80.8 88.1 74.5 88.5 84.7 89.0 79.1
集計対象 29 2 0 4 30 3 30 4 27 20 29 23

％ 80.0 63.5 - 47.4 79.0 68.6 80.0 66.7 80.5 76.2 79.3 72.8
集計対象 59 7 1 8 56 24 56 11 58 45 58 47

％ 65.9 64.8 26.3 46.1 66.1 55.8 66.2 57.9 65.2 50.6 65.8 52.8
集計対象 20 2 0 4 20 3 20 3 19 10 19 17

％ 95.4 94.2 - 67.1 95.3 95.5 95.3 94.8 94.9 94.0 95.4 95.0
集計対象 17 11 0 9 16 12 17 11 16 16 16 16

％ 67.9 58.6 - 42.1 66.8 58.8 64.8 56.5 67.6 57.7 67.2 56.4
集計対象 44 14 7 11 43 20 44 14 43 37 44 40

％ 79.6 59.2 58.6 37.8 80.5 62.3 78.9 60.1 79.7 70.6 77.8 70.3
集計対象 14 7 4 5 14 10 14 10 14 11 14 14

％ 69.2 73.1 63.2 57.9 68.0 65.2 69.0 65.5 67.8 61.3 68.6 55.8
集計対象 25 9 2 7 26 11 12 0 24 20 25 23

％ 93.5 84.8 63.2 50.4 92.2 77.8 91.0 - 88.6 86.5 93.7 85.1
集計対象 42 2 1 1 41 8 41 2 38 26 41 27

％ 91.1 79.8 0.0 52.6 87.1 82.0 91.1 82.4 91.3 77.9 91.4 77.1
集計対象 34 16 2 15 38 17 38 16 29 31 35 30

％ 56.7 49.9 31.6 38.6 54.9 50.9 54.9 51.2 52.2 49.6 51.2 49.0
注）　全項目実施率（実施予定含まず）は下記方法で算出した

 　　　全項目実施率（○）（%）＝「○（実施した）」と回答した数/（集計対象の市区町村数×チェックリスト項目数）×100

       （集計対象の市区町村）
全 項 目： 平成29年度年度及び平成27年度に当該内容の検診を「実施した」と回答した市区町村

乳 子宮頸

全国 1737 1673 96.3

都道府県名
市区町
村数

回答数
回収率

（%）
実施率

全項目実施率（○）・全項目実施率集計対象
注）

胃
（エックス線）

胃
（内視鏡）

大腸 肺

岩手県 33 28 84.8

宮城県 35 35 100

北海道 179 176 98.3

青森県 40 40 100

福島県 59 39 66.1

茨城県 44 44 100

秋田県 25 25 100

山形県 35 35 100

埼玉県 63 62 98.4

千葉県 54 53 98.1

栃木県 25 25 100

群馬県 35 35 100

新潟県 30 30 100

富山県 15 15 100

東京都 62 58 93.5

神奈川県 33 33 100

山梨県 27 27 100

長野県 77 69 89.6

石川県 19 19 100

福井県 17 17 100

愛知県 54 53 98.1

三重県 29 29 100

岐阜県 42 42 100

静岡県 35 35 100

大阪府 43 42 97.7

兵庫県 41 40 97.6

滋賀県 19 19 100

京都府 26 25 96.2

鳥取県 19 15 78.9

島根県 19 19 100

奈良県 39 39 100

和歌山県 30 30 100

山口県 19 19 100

徳島県 24 24 100

岡山県 27 27 100

広島県 23 23 100

高知県 30 30 100

福岡県 60 59 98.3

香川県 17 17 100

愛媛県 20 20 100

熊本県 45 44 97.8

大分県 18 14 77.8

佐賀県 20 20 100

長崎県 21 17 81

沖縄県 41 38 92.7

宮崎県 26 26 100

鹿児島県 43 42 97.7
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別添2　　平成29年度 チェックリスト実施率
注1

（集団検診）
単位　％

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

　全項目
注2 76.0 77.5 46.3 48.5 75.6 77.1 75.5 77.1 75.7 77.3 75.5 77.0

調査1　平成29年度の検診実施体制について　
注2

1. 検診対象者の情報管理

問1-1 対象者全員の氏名を記載した名簿を、住民台帳などに基づいて作成しましたか 93.6 93.9 79.4 81.0 93.6 93.9 93.5 93.8 93.7 93.9 93.5 93.7

問1-2 対象者全員に、個別に受診勧奨を行いましたか 50.3 50.5 49.2 49.2 51.3 51.5 51.0 51.2 51.6 51.7 52.5 52.7

* 問1-2-1
受診勧奨を行った住民のうち未受診者全員に対し、再度の受診勧奨を個人毎（手
紙・電話・訪問等）に行いましたか

9.1 9.4 4.8 6.3 9.0 9.3 8.8 9.1 9.2 9.6 9.5 9.8

問1-3 対象者数（推計でも可）を把握しましたか 94.9 95.9 81.0 81.0 94.8 95.7 94.8 95.8 95.1 96.0 95.0 95.9

2. 受診者の情報管理

問2-1 個人別の受診（記録）台帳またはデータベースを作成しましたか 93.5 94.6 81.0 81.0 92.6 94.0 92.3 93.7 93.2 94.9 92.4 94.1

問2-2 過去5年間の受診歴を記録していますか 91.9 92.0 - - 91.1 91.2 90.2 90.2 92.1 92.2 91.1 91.2

3. 受診者への説明、及び要精検者への説明

問3-1
受診勧奨時に、「検診機関用チェックリスト　1.受診者への説明」が全項目記載され
た資料を、全員に個別配布しましたか

53.6 53.7 34.9 34.9 53.5 53.6 50.6 50.8 54.6 54.9 56.4 56.6

問3-2
要精検者全員に対し、受診可能な精密検査機関名（医療機関名）の一覧を提示し
ましたか

57.2 57.6 36.5 36.5 60.9 61.2 58.1 58.4 62.5 63.2 55.9 56.3

問3-2-1
上記【問3-2】の一覧に掲載したすべての精密検査機関には、あらかじめ精密検査
結果の報告を依頼しましたか

46.7 46.8 30.2 30.2 48.8 49.0 47.6 47.7 48.7 49.2 45.9 45.9

4. 精密検査結果の把握、精密検査未受診者の特定と受診勧奨

問4-1 精密検査方法及び、精密検査（治療）結果を把握しましたか 95.8 96.6 76.2 77.8 95.6 96.6 95.4 96.3 95.4 96.7 95.4 96.7

問4-2
精密検査方法及び、精密検査（治療）結果が不明の者については、本人もしくは精
密検査機関への照会等により、結果を確認しましたか

89.4 92.7 71.4 73.0 89.1 92.8 88.7 92.3 89.3 93.1 89.3 92.9

問4-3
個人毎の精密検査方法及び、精密検査（治療）結果を、市区町村、検診機関（医療
機関）、精密検査機関が共有しましたか

80.6 82.2 68.3 69.8 78.3 80.3 79.9 81.6 81.9 83.9 82.0 84.0

問4-4 過去5年間の精密検査方法及び、精密検査（治療）結果を記録していますか 82.8 83.1 - - 81.6 81.9 81.2 81.4 82.7 83.0 81.7 82.0

問4-5
精密検査未受診と精密検査結果未把握を定義に従って区別し、精密検査未受診
者を特定しましたか

85.1 88.7 71.4 74.6 85.0 88.9 85.1 88.7 85.4 89.3 85.3 89.1

問4-6 精密検査未受診者に精密検査の受診勧奨を行いましたか 87.6 94.1 74.6 81.0 87.6 94.6 87.4 94.0 87.6 94.6 87.6 95.1

5. 地域保健・健康増進事業報告

問5-1
がん検診結果や精密検査結果の最終報告（平成27年度地域保健・健康増進事業
報告）を行いましたか

99.6 99.7 - - 99.4 99.5 99.4 99.6 99.5 99.6 99.3 99.4

問5-2
がん検診の結果について、地域保健・健康増進事業報告の全項目を計上できるよ
う、委託先（検診機関（医療機関）、医師会など）に報告を求めましたか

96.6 97.9 - - 95.8 97.1 95.9 97.2 96.6 97.9 96.1 97.5

問5-3
がん検診の結果について、委託先からの報告内容が地域保健・健康増進事業報告
を網羅できていない場合、改善を求めましたか

94.6 95.6 - - 93.7 94.9 93.6 95.0 94.4 95.5 93.9 95.2

問5-4
精密検査結果について、地域保健・健康増進事業報告の全項目を計上できるよう、
委託先（検診機関（医療機関）、精密検査機関、医師会など）に報告を求めましたか

93.5 94.9 - - 92.5 94.1 92.9 94.5 93.7 95.0 93.1 94.6

問5-5
精密検査結果について、委託先からの報告内容が地域保健・健康増進事業報告を
網羅できていない場合、改善を求めましたか

90.7 91.9 - - 89.7 91.1 90.2 91.7 90.7 91.9 90.3 91.7

6. 検診機関（医療機関）の質の担保

問6-1 委託先検診機関（医療機関）を、仕様書の内容に基づいて選定しましたか 71.4 71.5 47.6 47.6 68.4 68.5 70.6 70.7 71.0 71.1 71.3 71.5

問6-1-1
仕様書（もしくは実施要綱）の内容は、「仕様書に明記すべき必要最低限の精度管
理項目」を満たしていましたか

54.7 54.8 38.1 38.1 51.2 51.4 53.1 53.2 54.8 55.0 56.2 56.4

問6-1-2
検診終了後に、委託先検診機関（医療機関）で仕様書（もしくは実施要綱）の内容が
遵守されたことを確認しましたか

36.0 42.0 22.2 27.0 35.3 40.9 35.1 41.0 35.1 41.2 37.0 42.8

問6-2 検診機関（医療機関）に精度管理評価を個別にフィードバックしましたか 28.2 35.3 7.9 12.7 27.7 34.5 27.9 35.1 28.1 35.3 28.3 35.3

問6-2-1 「検診機関用チェックリスト」の遵守状況をフィードバックしましたか 24.2 30.8 4.8 9.5 24.2 30.6 24.0 30.6 23.9 30.6 24.6 31.1

問6-2-2 検診機関（医療機関）毎のプロセス指標値を集計してフィードバックしましたか 20.2 24.2 3.2 7.9 19.6 23.5 19.8 24.0 20.0 23.9 20.8 24.5

問6-2-3
上記の結果をふまえ、課題のある検診機関（医療機関）に改善策をフィードバックし
ましたか

18.6 22.4 1.6 7.9 18.2 22.0 18.4 22.2 18.3 22.1 19.1 22.7

調査2　平成27年度の検診実施状況について　
注2

7. 受診率の集計

問7-1 受診率を集計しましたか 97.5 98.0 - - 96.6 97.1 97.4 97.9 96.6 97.2 96.3 96.9

問7-1-1 受診率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 92.3 93.2 - - 91.6 92.6 92.1 93.0 91.8 92.7 91.5 92.4

問7-1-2 受診率を検診機関別に集計しましたか 87.1 88.3 - - 86.2 87.2 87.0 88.1 86.0 87.1 86.0 87.1

問7-1-3 受診率を検診受診歴別に集計しましたか 80.2 81.1 - - 80.1 81.0 80.9 81.7 80.3 81.1 80.7 81.6

8.肺がん検診（高危険群に対する喀痰細胞診）の集計

** 問8-1
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、「喀
痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」の集計をしま
したか

- - - - - - 77.2 77.7 - - - -

** 問8-1-1
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、「喀
痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」を性別・年齢
5歳階級別に集計しましたか

- - - - - - 74.8 75.4 - - - -

** 問8-1-2
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、「喀
痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」を検診機関
別に集計しましたか

- - - - - - 71.3 72.0 - - - -

** 問8-1-3
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、「喀
痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」を検診受診
歴別に集計しましたか

- - - - - - 68.2 68.9 - - - -

子宮頸がん
胃がん

（エックス線）
胃がん

（内視鏡）
大腸がん 肺がん 乳がん
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実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

子宮頸がん
胃がん

（エックス線）
胃がん

（内視鏡）
大腸がん 肺がん 乳がん

9.要精検率の集計

問9-1 要精検率の集計をしましたか 95.7 96.5 - - 95.3 96.1 95.0 95.9 95.2 96.0 94.5 95.5

問9-1-1 要精検率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 89.8 90.6 - - 89.3 90.3 89.4 90.3 89.6 90.4 88.7 89.7

問9-1-2 要精検率を検診機関別に集計しましたか 85.0 86.4 - - 84.3 85.6 84.3 85.7 84.4 85.7 83.8 85.2

問9-1-3 要精検率を検診受診歴別に集計しましたか 77.1 78.1 - - 77.2 78.1 77.3 78.2 77.2 78.1 76.4 77.5

10.精検受診率・未受診率の集計

問10-1 精検受診率の集計をしましたか 94.3 95.2 - - 94.0 94.9 93.9 94.7 94.2 95.0 93.1 94.1

問10-1-1 精検受診率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 88.0 88.9 - - 87.7 88.6 87.9 88.7 88.2 89.0 86.9 88.0

問10-1-2 精検受診率を検診機関別に集計しましたか 83.8 85.2 - - 83.1 84.3 83.3 84.6 83.5 84.8 82.5 83.9

問10-1-3 精検受診率を検診受診歴別に集計しましたか 75.8 76.6 - - 76.0 76.7 76.1 76.8 76.0 76.7 75.3 76.2

問10-2 精検未受診率の集計をしましたか 85.9 87.0 - - 85.5 86.5 85.6 86.6 85.7 86.6 84.6 85.7

11.がん発見率の集計

問11-1 がん発見率の集計をしましたか 91.6 92.7 - - 90.9 92.0 91.0 92.2 91.1 92.2 90.8 92.0

問11-1-1 がん発見率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 85.4 86.4 - - 84.9 85.9 85.0 86.1 85.3 86.4 84.8 85.9

問11-1-2 がん発見率を検診機関別に集計しましたか 81.3 82.9 - - 80.7 82.0 80.5 82.0 81.2 82.6 80.7 82.2

問11-1-3 がん発見率を検診受診歴別に集計しましたか 74.1 75.2 - - 74.0 75.1 74.2 75.4 74.2 75.3 74.4 75.5

問11-1-4 がん発見率を検査方法別に集計しましたか - - - - - - - - 77.5 78.2 - -

12. 陽性反応適中度の集計

問12-1 陽性反応適中度の集計をしましたか 77.5 78.6 - - 76.6 77.8 76.7 77.9 76.7 77.8 75.8 76.7

問12-1-1 陽性反応適中度を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 70.7 71.7 - - 70.0 71.1 70.3 71.3 70.4 71.4 69.7 70.5

問12-1-2 陽性反応適中度を検診機関別に集計しましたか 68.8 70.2 - - 68.1 69.4 68.0 69.5 68.7 70.2 67.9 69.2

問12-1-3 陽性反応適中度を検診受診歴別に集計しましたか 63.1 64.3 - - 62.7 63.9 63.1 64.3 63.3 64.5 63.0 64.2

問12-1-4 陽性反応適中度を検査方法別に集計しましたか - - - - - - - - 65.6 66.5 - -

13.早期がん割合（肺がん：臨床病期Ⅰ期までの割合）の集計

問13-1 早期がん割合の集計をしましたか 80.2 81.2 - - 79.8 80.7 78.5 79.5 79.3 80.2 - -

問13-1-1 早期がん割合を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 77.6 78.6 - - 77.3 78.4 76.1 77.2 76.7 77.7 - -

問13-1-2 早期がん割合を検診機関別に集計しましたか 73.2 74.7 - - 73.0 74.3 71.7 73.1 72.4 73.6 - -

問13-1-3 早期がん割合を検診受診歴別に集計しましたか 67.7 68.8 - - 67.6 68.6 67.0 68.1 66.8 67.8 - -

問13-1-4 早期がん割合を検査方法別に集計しましたか - - - - - - - - 70.1 70.9 - -

14.【胃がん、大腸がん、乳がん】 粘膜内がん、非浸潤がんの集計

問14-1 （胃、大腸がん）粘膜内がん、（乳がん）非浸潤がんの集計をしましたか 75.4 76.1 - - 74.7 75.4 - - 75.1 75.8 - -

15.【子宮頸がん】上皮内病変（CINなど）数、微小浸潤がん割合の集計

問15-1 上皮内病変（CINなど）数の区分毎の集計をしましたか - - - - - - - - - - 81.1 81.6

問15-1-1 上皮内病変（CINなど）数を年齢5歳階級別に集計しましたか - - - - - - - - - - 78.9 79.5

問15-1-2 上皮内病変（CINなど）数を検診機関別に集計しましたか - - - - - - - - - - 72.8 73.7

問15-1-3 上皮内病変（CINなど）数を検診受診歴別に集計しましたか - - - - - - - - - - 70.4 71.3

問15-2 微小浸潤がん割合の集計をしましたか - - - - - - - - - - 75.1 75.7

問15-2-1 微小浸潤がん割合を年齢5歳階級別に集計しましたか - - - - - - - - - - 73.4 74.1

問15-2-2 微小浸潤がん割合を検診機関別に集計しましたか - - - - - - - - - - 68.7 69.6

問15-2-3 微小浸潤がん割合を検診受診歴別に集計しましたか - - - - - - - - - - 66.3 67.2

* 本調査で独自に追加した項目
** 全項目実施率には含まない（喀痰細胞診を実施していない市区町村があるため）

注1 実施率(○)　 ：集計対象市区町村のうち、「○（実施した）」と回答した市区町村の割合

実施率(○＋△)　 ：集計対象市区町村のうち、「○（実施した）」および「△（実施予定）」と回答した市区町村の割合

注2 集計対象の市区町村について、下記方法で実施率を算出した（実施予定率も同様）

実施率（○）（%）＝「○（実施した）」と回答した数/（集計対象の市区町村数×チェックリスト項目数）×100
実施率（○+△）（%）＝「○（実施した）」および「△（実施予定）」と回答した数/（集計対象の市区町村数×チェックリスト項目数）×100

（集計対象の市区町村）
全項目： 平成29年度年度及び平成27年度に当該内容の検診を「実施した」と回答した市区町村
調査1： 平成29年度年度に当該内容の検診を「実施した」と回答した市区町村
調査2： 平成27年度年度に当該内容の検診を「実施した」と回答した市区町村
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別添3　　平成29年度 チェックリスト実施率注1（個別検診） 単位　％

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

　全項目注2 63.6 65.2 50.5 54.0 64.0 65.6 61.6 63.4 65.8 67.4 66.2 67.7

調査1　平成29年度の検診実施体制について　注2

1. 検診対象者の情報管理

問1-1 対象者全員の氏名を記載した名簿を、住民台帳などに基づいて作成しましたか 92.2 92.4 93.7 93.7 93.0 93.2 92.7 93.0 94.0 94.3 93.8 94.0

問1-2 対象者全員に、個別に受診勧奨を行いましたか 45.2 45.2 51.3 51.3 43.2 43.2 43.6 43.6 50.0 50.1 50.0 50.2

* 問1-2-1
受診勧奨を行った住民のうち未受診者全員に対し、再度の受診勧奨を個人毎（手
紙・電話・訪問等）に行いましたか

4.4 4.6 4.9 5.6 4.3 4.5 3.9 4.1 10.9 11.3 9.7 10.2

問1-3 対象者数（推計でも可）を把握しましたか 93.0 93.8 93.0 93.5 93.4 94.2 92.3 93.3 93.8 94.6 93.5 94.3

2. 受診者の情報管理

問2-1 個人別の受診（記録）台帳またはデータベースを作成しましたか 91.8 93.3 93.3 94.2 92.6 93.9 92.3 93.6 92.6 93.8 92.6 94.0

問2-2 過去5年間の受診歴を記録していますか 86.7 86.7 - - 87.4 87.4 85.2 85.2 89.1 89.2 89.8 89.9

3. 受診者への説明、及び要精検者への説明

問3-1
受診勧奨時に、「検診機関用チェックリスト　1.受診者への説明」が全項目記載さ
れた資料を、全員に個別配布しましたか

33.1 33.9 36.8 37.2 35.1 35.6 31.4 32.1 36.8 37.1 37.0 37.3

問3-2
要精検者全員に対し、受診可能な精密検査機関名（医療機関名）の一覧を提示し
ましたか

34.7 35.7 36.3 37.7 41.8 42.6 35.0 35.8 47.4 48.4 41.9 42.6

問3-2-1
上記【問3-2】の一覧に掲載したすべての精密検査機関には、あらかじめ精密検査
結果の報告を依頼しましたか

28.2 28.4 31.2 31.2 34.0 34.4 28.5 28.7 38.5 38.8 34.9 35.1

4. 精密検査結果の把握、精密検査未受診者の特定と受診勧奨

問4-1 精密検査方法及び、精密検査（治療）結果を把握しましたか 85.6 87.2 86.3 88.3 86.3 88.2 85.5 86.8 87.3 89.7 87.6 89.8

問4-2
精密検査方法及び、精密検査（治療）結果が不明の者については、本人もしくは
精密検査機関への照会等により、結果を確認しましたか

79.6 83.4 79.8 84.3 80.2 84.1 78.7 82.7 81.9 86.4 82.2 86.9

問4-3
個人毎の精密検査方法及び、精密検査（治療）結果を、市区町村、検診機関（医
療機関）、精密検査機関が共有しましたか

58.8 60.9 63.9 67.5 59.6 61.9 59.6 61.4 63.5 65.9 64.2 66.7

問4-4 過去5年間の精密検査方法及び、精密検査（治療）結果を記録していますか 74.2 74.5 - - 76.3 77.0 72.6 73.1 76.9 77.5 77.1 77.7

問4-5
精密検査未受診と精密検査結果未把握を定義に従って区別し、精密検査未受診
者を特定しましたか

77.5 82.1 75.8 82.5 77.7 82.3 77.0 81.6 78.5 83.3 78.9 83.8

問4-6 精密検査未受診者に精密検査の受診勧奨を行いましたか 72.7 81.1 68.8 79.6 74.1 82.8 71.0 78.8 76.4 84.7 76.7 85.0

5. 地域保健・健康増進事業報告

問5-1
がん検診結果や精密検査結果の最終報告（平成27年度地域保健・健康増進事業
報告）を行いましたか

97.9 98.1 - - 98.2 98.3 98.7 98.9 98.7 98.8 98.7 98.9

問5-2
がん検診の結果について、地域保健・健康増進事業報告の全項目を計上できるよ
う、委託先（検診機関（医療機関）、医師会など）に報告を求めましたか

89.7 91.8 - - 90.1 92.3 90.2 92.2 90.6 92.5 91.5 93.2

問5-3
がん検診の結果について、委託先からの報告内容が地域保健・健康増進事業報
告を網羅できていない場合、改善を求めましたか

86.5 87.6 - - 87.0 88.2 86.3 87.6 87.1 88.6 88.2 89.5

問5-4
精密検査結果について、地域保健・健康増進事業報告の全項目を計上できるよ
う、委託先（検診機関（医療機関）、精密検査機関、医師会など）に報告を求めまし
たか

84.3 86.2 - - 85.0 87.1 84.9 86.8 85.2 86.8 86.8 88.2

問5-5
精密検査結果について、委託先からの報告内容が地域保健・健康増進事業報告
を網羅できていない場合、改善を求めましたか

79.4 80.8 - - 80.3 81.9 79.6 81.3 81.3 83.0 82.6 84.2

6. 検診機関（医療機関）の質の担保

問6-1 委託先検診機関（医療機関）を、仕様書の内容に基づいて選定しましたか 55.5 55.5 61.0 61.2 57.1 57.4 55.9 55.9 57.8 57.8 59.0 59.0

問6-1-1
仕様書（もしくは実施要綱）の内容は、「仕様書に明記すべき必要最低限の精度管
理項目」を満たしていましたか

33.4 33.4 39.0 39.5 33.3 33.6 31.9 31.9 38.4 38.5 40.5 40.6

問6-1-2
検診終了後に、委託先検診機関（医療機関）で仕様書（もしくは実施要綱）の内容
が遵守されたことを確認しましたか

13.6 20.1 15.0 24.7 16.8 23.1 15.0 21.0 19.9 25.8 21.2 27.3

問6-2 検診機関（医療機関）に精度管理評価を個別にフィードバックしましたか 11.7 15.8 11.7 19.3 13.0 17.8 13.7 17.8 13.8 18.5 14.0 18.5

問6-2-1 「検診機関用チェックリスト」の遵守状況をフィードバックしましたか 7.6 10.5 7.8 13.9 8.8 12.7 8.6 11.6 9.7 13.3 10.8 14.4

問6-2-2 検診機関（医療機関）毎のプロセス指標値を集計してフィードバックしましたか 8.2 11.3 8.5 14.3 9.1 12.4 9.3 12.1 9.4 12.9 10.2 13.8

問6-2-3
上記の結果をふまえ、課題のある検診機関（医療機関）に改善策をフィードバック
しましたか

6.7 9.5 6.7 12.6 7.7 11.2 7.3 10.1 8.2 11.7 8.9 12.5

調査2　平成27年度の検診実施状況について　注2

7. 受診率の集計

問7-1 受診率を集計しましたか 92.7 93.0 - - 92.6 92.8 92.3 92.9 92.8 93.6 93.1 93.9

問7-1-1 受診率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 85.8 86.8 - - 86.0 86.7 84.0 85.2 87.0 88.1 87.3 88.4

問7-1-2 受診率を検診機関別に集計しましたか 64.2 65.8 - - 63.7 65.0 61.9 64.0 66.9 68.7 65.9 67.6

問7-1-3 受診率を検診受診歴別に集計しましたか 70.2 71.0 - - 70.6 71.4 67.8 68.9 73.2 74.3 74.1 75.3

8.肺がん検診（高危険群に対する喀痰細胞診）の集計

** 問8-1
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、
「喀痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」の集計
をしましたか

- - - - - - 60.3 60.9 - - - -

** 問8-1-1
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、
「喀痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」を性別・
年齢5歳階級別に集計しましたか

- - - - - - 57.6 58.3 - - - -

** 問8-1-2
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、
「喀痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」を検診
機関別に集計しましたか

- - - - - - 42.4 43.9 - - - -

** 問8-1-3
「肺がん検診受診者中の高危険群割合」、「高危険群中の喀痰容器配布割合」、
「喀痰容器配布中の回収率」、「肺がん検診受診者中の喀痰容器回収率」を検診
受診歴別に集計しましたか

- - - - - - 50.0 51.1 - - - -

子宮頸がん
胃がん

（エックス線）
胃がん

（内視鏡）
大腸がん 肺がん 乳がん
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実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

実施率
（○）

実施率
（○＋△）

子宮頸がん
胃がん

（エックス線）
胃がん

（内視鏡）
大腸がん 肺がん 乳がん

9.要精検率の集計

問9-1 要精検率の集計をしましたか 91.0 92.0 - - 89.9 90.6 88.2 89.2 90.1 91.1 90.2 91.3

問9-1-1 要精検率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 82.3 83.0 - - 82.4 83.0 80.0 80.7 83.5 84.5 83.9 85.0

問9-1-2 要精検率を検診機関別に集計しましたか 59.8 62.2 - - 59.3 61.1 56.9 59.5 63.2 65.2 61.7 63.8

問9-1-3 要精検率を検診受診歴別に集計しましたか 65.0 65.8 - - 65.0 65.9 62.3 63.3 68.7 70.1 69.9 71.5

10.精検受診率・未受診率の集計

問10-1 精検受診率の集計をしましたか 87.7 88.5 - - 87.5 88.1 84.0 84.9 87.3 88.2 87.4 88.4

問10-1-1 精検受診率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 79.5 80.2 - - 79.6 80.3 75.7 76.3 80.6 81.7 81.2 82.2

問10-1-2 精検受診率を検診機関別に集計しましたか 57.0 59.5 - - 56.6 58.6 53.9 56.7 61.4 63.5 60.3 62.3

問10-1-3 精検受診率を検診受診歴別に集計しましたか 63.0 63.8 - - 63.2 64.1 59.3 60.3 67.1 68.3 68.3 69.7

問10-2 精検未受診率の集計をしましたか 77.8 78.8 - - 76.5 77.4 72.7 73.7 77.6 78.9 78.4 79.6

11.がん発見率の集計

問11-1 がん発見率の集計をしましたか 84.0 85.2 - - 83.0 83.9 80.0 81.4 83.9 85.0 84.4 85.6

問11-1-1 がん発見率を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 75.5 76.5 - - 74.7 75.5 71.7 72.9 77.2 78.3 78.3 79.4

問11-1-2 がん発見率を検診機関別に集計しましたか 54.8 57.0 - - 53.4 55.1 50.6 53.0 59.2 61.0 58.0 60.0

問11-1-3 がん発見率を検診受診歴別に集計しましたか 60.2 61.5 - - 59.8 61.1 56.0 57.7 64.7 66.0 66.4 67.9

問11-1-4 がん発見率を検査方法別に集計しましたか - - - - - - - - 69.4 70.3 - -

12. 陽性反応適中度の集計

問12-1 陽性反応適中度の集計をしましたか 67.5 68.8 - - 66.7 67.8 62.4 64.3 69.0 70.3 69.8 71.2

問12-1-1 陽性反応適中度を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 58.7 60.0 - - 58.2 59.4 54.4 56.2 62.0 63.2 63.0 64.3

問12-1-2 陽性反応適中度を検診機関別に集計しましたか 45.8 48.0 - - 44.8 46.6 41.4 44.0 50.3 52.1 49.4 51.4

問12-1-3 陽性反応適中度を検診受診歴別に集計しましたか 48.2 49.7 - - 48.5 50.0 44.5 46.6 53.6 54.9 55.1 56.6

問12-1-4 陽性反応適中度を検査方法別に集計しましたか - - - - - - - - 57.3 58.4 - -

13.早期がん割合（肺がん：臨床病期Ⅰ期までの割合）の集計

問13-1 早期がん割合の集計をしましたか 68.8 69.8 - - 67.6 68.5 64.3 65.6 66.7 67.7 - -

問13-1-1 早期がん割合を性別・年齢5歳階級別に集計しましたか 65.5 66.8 - - 64.6 65.6 60.3 61.9 63.9 65.0 - -

問13-1-2 早期がん割合を検診機関別に集計しましたか 47.8 49.5 - - 47.1 48.5 43.5 45.4 50.1 51.5 - -

問13-1-3 早期がん割合を検診受診歴別に集計しましたか 54.0 55.3 - - 54.3 55.7 49.9 51.8 55.9 57.0 - -

問13-1-4 早期がん割合を検査方法別に集計しましたか - - - - - - - - 58.1 58.9 - -

14.【胃がん、大腸がん、乳がん】 粘膜内がん、非浸潤がんの集計

問14-1 （胃、大腸がん）粘膜内がん、（乳がん）非浸潤がんの集計をしましたか 60.8 61.7 - - 62.2 62.8 - - 62.5 63.5 - -

15.【子宮頸がん】上皮内病変（CINなど）数、微小浸潤がん割合の集計

問15-1 上皮内病変（CINなど）数の区分毎の集計をしましたか - - - - - - - - - - 72.8 73.4

問15-1-1 上皮内病変（CINなど）数を年齢5歳階級別に集計しましたか - - - - - - - - - - 70.5 71.1

問15-1-2 上皮内病変（CINなど）数を検診機関別に集計しましたか - - - - - - - - - - 51.2 52.3

問15-1-3 上皮内病変（CINなど）数を検診受診歴別に集計しましたか - - - - - - - - - - 61.7 62.5

問15-2 微小浸潤がん割合の集計をしましたか - - - - - - - - - - 66.4 67.1

問15-2-1 微小浸潤がん割合を年齢5歳階級別に集計しましたか - - - - - - - - - - 64.6 65.3

問15-2-2 微小浸潤がん割合を検診機関別に集計しましたか - - - - - - - - - - 48.4 49.3

問15-2-3 微小浸潤がん割合を検診受診歴別に集計しましたか - - - - - - - - - - 57.3 58.1

* 本調査で独自に追加した項目
** 全項目実施率には含まない（喀痰細胞診を実施していない市区町村があるため）

注1 実施率(○)　 ：集計対象市区町村のうち、「○（実施した）」と回答した市区町村の割合

実施率(○＋△)　 ：集計対象市区町村のうち、「○（実施した）」および「△（実施予定）」と回答した市区町村の割合

注2 集計対象の市区町村について、下記方法で実施率を算出した（実施予定率も同様）

実施率（○）（%）＝「○（実施した）」と回答した数/（集計対象の市区町村数×チェックリスト項目数）×100
実施率（○+△）（%）＝「○（実施した）」および「△（実施予定）」と回答した数/（集計対象の市区町村数×チェックリスト項目数）×100

（集計対象の市区町村）
全項目： 平成29年度年度及び平成27年度に当該内容の検診を「実施した」と回答した市区町村
調査1： 平成29年度年度に当該内容の検診を「実施した」と回答した市区町村
調査2： 平成27年度年度に当該内容の検診を「実施した」と回答した市区町村
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平成 28 年度都道府県及び生活習慣病検診等管理指導協議会の

活動状況調査＜調査結果＞ 

１ ． 背 景 ・ 目 的

がん検診を効果的に行うには適切な精度管理がきわめて重要注）です。住民検診の精度管理

においては、都道府県主導で生活習慣病検診等管理指導協議会（以下、協議会）等を活用し

て行うことが求められています。そこで、各都道府県の精度管理に関する取り組みを把握す

るため、「事業評価のためのチェックリスト（都道府県用）」※1の遵守状況や、がん部会の活

動状況について調査を行いました※2。 

※1「事業評価のためのチェックリスト」は平成 20 年に厚生労働省の「がん検診に関する検討会」及

び「がん検診事業の評価に関する委員会」 において、都道府県が遵守すべき精度管理の要点がま

とめられたものです。 

※2 本調査は平成 23 年度から開始し、今回は 6 回目にあたります。調査票の作成及び調査結果の分析

については、平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（がん対策推進総合研究事業）「検

診効果の最大化に資する、職域を加えた新たながん検診精度管理手法に関する研究」班（研究代

表者 斎藤博）の協力を受けました。 

注）精度管理の重要性について 

がん検診は、有効性（がん死亡率減少効果）がある検診を前提に、精度管理により質を高

く維持することで初めて成果につながります。これは海外で死亡率減少を実現している国で

示されており、精度管理体制の水準の高低によって、検診の成果（死亡率減少）があがるか

どうかが決まります。 

また検診には必ず不利益（検査による合併症、偽陰性、偽陽性など）が存在します。精度

管理は不利益を極力抑え、最小化するためのシステムとしても不可欠です。 

このシステムがないと、検診規模が拡大するにつれ不利益が増大して利益を上回ってしまい、

検診の成果が期待できないだけでなく、住民に不利益のみを与える可能性もあります。 

精度管理の手法は平成 20 年に厚生労働省から公表（下記ホームページ参照）されました。

都道府県が行う精度管理の要点は、市区町村や検診施設の間の質のバラつきを抑え、どの地

域の住民に対しても同等の質の高い検診を提供することです。 

 ホームページ「科学的根拠に基づくがん検診推進のページ ＜マネジメント＞ 」参照 
 http://canscreen.ncc.go.jp/management/index.html 
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２ ． 調 査 方 法  

１）調査対象、調査期間 

調査対象は全都道府県、および、各都道府県の胃がん部会、大腸がん部会、肺がん部会、

乳がん部会、子宮がん部会としました。調査への回答は、各都道府県のがん検診担当課宛に

依頼しました。調査期間は平成 29 年 1～8月としました。 

２）回答方法 

調査への回答は平成 28 年度に実施された内容（実績）に基づき、各項目についてそれぞれ

○（回答期間内に実施した）、△（回答期間中には実施していないが、平成 29 年 8 月末日以

降に確実な実施予定はある）、×（未実施かつ今後も実施予定が無い）の選択肢から回答を得

ました。本調査では、原則回答が○の場合に各項目を「実施した」としました（△は含まな

い）。 

３）調査内容 

 平成 28 年度に実施した精度管理の取り組みについて、以下の項目で伺いました。 

◆ 調査 1 精度管理指標の把握状況に関する調査（集団検診、個別検診） 

調査 1では、「事業評価のためのチェックリスト（都道府県用）」の項目※3をもとに、平

成 28 年度に精度管理指標を把握しているか、またどの程度詳細に把握しているかについて

伺いました※4。 

※3 がん検診の現場では検診技術の発展、学会規約の改訂、全国がん登録の開始など、さまざまな変

化があり、現状にはそぐわないチェックリスト項目は調査から除外しました。 

※4 地域保健・健康増進事業報告の提出時期の関係で、本調査の期間中に行政担当者が把握可能な最

新の確定データは平成 26 年度のものです。従って本調査では、平成 26 年度のデータを把握して

いるかについて伺いました。ただし、一部の都道府県は従来から 3 年前（あるいは 1年前）のプ

ロセス指標を把握しており、本調査ではその場合も○（実施した）としました。 

◆ 調査 2 事業評価の実施状況に関する調査（集団検診、個別検診） 

調査 2では、平成 28 年度に都道府県として事業評価を実施したか、また、がん部会とし

ての事業評価を実施したかを伺いました。 

４）結果の評価方法（集団検診） 

集団検診における精度管理の取り組みについて、調査 1、調査 2を基に以下の評価を行い

ました。なお、個別検診については来年度以降に評価します。 

◆ 都道府県用チェックリスト（60～64 項目）の遵守状況  

 調査 1、調査 2のうち「事業評価のためのチェックリスト（都道府県用）」に該当する項目※
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5の遵守状況により、以下 A～Eの 5段階で評価しました。 

 ＜遵守状況の評価基準＞  A：×の項目数が 0 

    B：×の項目数が 1-17 

    C：×の項目数が 18-35 

    D：×の項目数が 36 以上 

    E：無回答 

 

※5 6 ページの右端欄が●の項目 

 

◆ 協議会（がん部会）の活動状況  

 調査 2のうち、がん部会の活動状況により、以下 A～Eの 5段階で評価しました。 

 

  ＜がん部会における活動状況の評価基準＞  

  1. がん部会開催の有無 

  2. がん部会の検討結果公表の有無 

  3.（2.で公表を行っている場合）がん部会が公表すべき項目※6のうち、公表されなかった

数（×の数）。ただし、がん部会の検討結果が公表準備中の都道府県は評価保留とす

る。 未回答の項目は×として集計する。 

 

A：1.がん部会開催済、2.がん部会の検討結果公表済、3.×の項目数が 0 

B：1.がん部会開催済、2.がん部会の検討結果公表済、3.×の項目数が 1-3 

C：1.がん部会開催済、2.がん部会の検討結果公表済、3.×の項目数が 4-6 

D：1.がん部会開催済、2.がん部会の検討結果公表済、3.×の項目数が 7以上 

もしくは 2. がん部会の検討結果未公表（今後も公表の予定がない） 

E：無回答、がん部会未開催（今後も開催の予定がない） 

  

※6 調査 2では、がん部会が公表すべき項目として、以下の 9項目を設定した  

・市区町村のチェックリスト遵守状況（市区町村名入りが必須） 

・検診機関のチェックリスト遵守状況（検診機関名入りが必須） 

・市区町村のがん検診プロセス指標（市区町村名入りが必須） 

・検診機関のがん検診プロセス指標（検診機関名入りが必須） 

・チェックリスト遵守状況が要改善の市区町村名と、改善指導の内容 

・チェックリスト遵守状況が要改善の検診機関名と、改善指導の内容 

・精検受診率が要改善の市区町村名と、改善指導の内容 

・精検受診率が要改善の検診機関名と、改善指導の内容 

・都道府県のチェックリスト遵守状況 
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３ ． 結 果  

45 都道府県から回答を得ました。調査結果及び評価結果の概要を以下に示します。 

また結果の一覧表は 6 ページ以降に示します。 

１） 調査結果の概要 

各項目の実施状況は概ね 5 がん共通で、集団検診が個別検診を上回っていました。 

以下、実施状況が比較的良好な項目（目安として実施率が 5 がん共通で 80％以上）、更に

改善を要する項目（目安として実施率が 5 がん共通で 30％以下）、集団/個別検診で実施

状況が大きく異なる項目（目安として個別検診の実施率が集団検診より 20 ポイント以上

低い項目）について、該当項目を示します。 

 

◆ 調査 1 精度管理指標の把握状況に関する調査  

① 集団/個別検診共に実施状況が良い項目（実施率 80％以上の項目） 

・受診者数、要精検率、精検受診率、がん発見率、陽性反応適中度の単純把握、市区町

村別集計 

＜該当項目＞ 1（2）、1（2-2）、2（1）、2（1-2）、3（1）、3（1-2）、4（1）、4（1-2）、    

4（6）、4（6-2） 

② 集団/個別検診の乖離が特に大きい項目（個別検診での実施率が、集団検診より 20

ポイント以上下回っていた項目） 

・要精検率、精検受診率、がん発見率、陽性反応適中度の検診機関別集計 

＜該当項目＞ 2（1-3）、3（1-3）、4（1-3）、4（6-3） 

③ 集団/個別検診共に実施していない都道府県が多く、改善を要する項目（実施率

30％以下の項目） 

・発見がんの追跡調査  ＜該当項目＞ 4（7）、4（7-1）、4（7-2） 

・偽陰性例の把握  ＜該当項目＞ 5（1）、5（2）、5（3） 

 

◆ 調査 2 事業評価の実施状況に関する調査 

① 集団/個別検診共に実施状況が良い項目（実施率 80％以上の項目） 

・がん部会の設置、がん部会の開催、プロセス指標値の検討 

＜該当項目＞ 7（1）、7（3）、8（2） 

② 集団/個別検診の乖離が特に大きい項目（個別検診での実施率が、集団検診より 20

ポイント以上下回っていた項目） 

・検診機関チェックリストの遵守状況の把握・検討（都道府県として実施、がん部会主

導で実施） 

＜該当項目＞ 8（1-2）、8（1-2a） 
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③ 集団/個別検診共に実施していない都道府県が多く、改善を要する項目（実施率

30％以下の項目） 

・精度管理に問題のある市区町村、検診機関の抽出、改善策の検討、助言・指導の実施 

＜該当項目＞  8（2-3）、8（3）、8（4）、9（2-2）、9（2-4） 

・事業評価結果の情報公開 

＜該当項目＞ 10（1-2a）、10（1-4）、10（1-4a）、10（1-5）、10（1-6）、10（1-7）、 

  10（1-8） 

・がん部会主導による事業評価全般  

＜該当項目＞ 10（1-2b）、10（1-4b）、10（1-5a）、10（1-6a）、10（1-7a）、10（1-8a）、 

  10（1-9a） 

２） 評価結果の概要 

都道府県用チェックリストの遵守状況、及び協議会（がん部会）の活動状況共に、「C」評

価以下の都道府県は 17～20 県あり、当該都道府県には改善に向けて努力していただくよう文

書で依頼しました。 
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平成 28 年度都道府県及び生活習慣病検診等管理指導協議会の活動状況調査 

調査結果及び評価結果一覧 

 

 

1-1. 調査 1 精度管理指標の把握状況に関する調査（平成 28 年度実施体制） 

 

※ ●事業評価のためのチェックリスト     （単位： ％）

回答数：45都道府県(肺がん個別検診実施は43都道府県） 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別

 1. 受診者の把握
肺がん検診では、全項目で「胸部エックス線受診者/喀痰細胞診

受診者/総受診者」別に把握・集計できていれば○とする

(1) 73.3 64.4 75.6 64.4 75.6 62.8 75.6 64.4 75.6 66.7 ●

(2) 平成26年度の受診者数を把握しましたか 100 91.1 100 91.1 95.6 86.0 100 91.1 100 93.3 ●

(2-1) 平成26年度の受診者数（率）を性別・年齢階級別に集計しましたか 86.7 82.2 86.7 82.2 84.4 79.1 86.7 82.2 86.7 84.4 ●

(2-2) 平成26年度の受診者数（率）を市区町村別に集計しましたか 100 91.1 100 91.1 95.6 86.0 100 91.1 100 93.3 ●

(2-3) 平成26年度の受診者数を検診機関別に集計しましたか 44.4 24.4 42.2 20.0 44.4 25.6 44.4 24.4 44.4 22.2 ●

(2-4) 平成26年度の受診者数を検診受診歴別
注1）

に集計しましたか 66.7 62.2 64.4 60.0 64.4 58.1 66.7 62.2 66.7 62.2 ●

 2. 要精検率の把握
肺がん検診では、全項目で「胸部エックス線受診者/喀痰細胞診

受診者/総受診者」別に把握・集計できていれば○とする

(1) 平成26年度の要精検率を把握しましたか 100 91.1 100 91.1 95.6 86.0 100 91.1 100 93.3 ●

(1-1) 平成26年度の要精検率を性別・年齢階級別に集計しましたか 86.7 82.2 86.7 82.2 84.4 79.1 86.7 82.2 86.7 82.2 ●

(1-2) 平成26年度の要精検率を市区町村別に集計しましたか 100 91.1 100 91.1 95.6 86.0 100 91.1 100 91.1 ●

(1-3) 平成26年度の要精検率を検診機関別に集計しましたか 42.2 20.0 42.2 20.0 42.2 20.9 42.2 22.2 42.2 20.0 ●

(1-4) 平成26年度の要精検率を検診受診歴別
注1）

に集計しましたか 57.8 55.6 55.6 53.3 55.6 51.2 57.8 55.6 57.8 53.3 ●

 3．精検受診率の把握
肺がん検診では、全項目で「胸部エックス線受診者/喀痰細胞診

受診者/総受診者」別に把握・集計できていれば○とする

(1) 平成26年度の精検受診率を把握しましたか 100 91.1 100 91.1 93.3 83.7 100 91.1 100 93.3 ●

(1-1) 平成26年度の精検受診率を性別・年齢階級別に集計しましたか 86.7 82.2 86.7 82.2 84.4 79.1 86.7 82.2 86.7 84.4 ●

(1-2) 平成26年度の精検受診率を市区町村別に集計しましたか 100 91.1 100 91.1 93.3 83.7 100 91.1 100 93.3 ●

(1-3) 平成26年度の精検受診率を検診機関別に集計しましたか 42.2 22.2 40.0 20.0 42.2 20.9 42.2 22.2 42.2 22.2 ●

(1-4) 平成26年度の精検受診率を検診受診歴別
注1）

に集計しましたか 57.8 55.6 55.6 53.3 55.6 51.2 57.8 55.6 57.8 57.8 ●

(2) 平成26年度の精検未把握率を把握しましたか 84.4 75.6 84.4 75.6 82.2 72.1 84.4 75.6 84.4 77.8 ●

解説： 未把握は、精検受診の有無が分からないもの、及び（精検受診したとしても）精検結果が正確に分からないもの全て　

 4．精密検査結果の把握
肺がん検診では、全項目で「胸部エックス線受診者/喀痰細胞診

受診者/総受診者」別に把握・集計できていれば○とする

(1) 平成26年度のがん発見率を把握しましたか 100 91.1 100 91.1 93.3 83.7 100 91.1 100 93.3 ●

(1-1) 平成26年度のがん発見率を性別・年齢階級別に集計しましたか 86.7 82.2 86.7 82.2 84.4 79.1 86.7 82.2 86.7 82.2 ●

(1-2) 平成26年度のがん発見率を市区町村別に集計しましたか 100 91.1 100 91.1 93.3 83.7 100 91.1 100 93.3 ●

(1-3) 平成26年度のがん発見率を検診機関別に集計しましたか 42.2 20.0 40.0 17.8 42.2 20.9 42.2 22.2 42.2 20.0 ●

(1-4) 平成26年度のがん発見率を検診受診歴別
注1）

に集計しましたか 60.0 57.8 57.8 55.6 57.8 53.5 60.0 57.8 62.2 60.0 ●

(1-5) 75.6 68.9 ●

肺がん 乳がん 子宮頸がん胃がん 大腸がん
※

平成26年度のがん発見率を検診方法別（マンモグラフィ単独/視触診・マンモ

グラフィ併用）に集計しましたか

平成28年度の対象者数（推計を含む）を把握しましたか
（胃がん検診では、胃部内視鏡/胃エックス線検査両方の対象者数を把握した場合のみ○と

する）
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回答数：45都道府県(肺がん個別検診実施は43都道府県） 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別

(2) 平成26年度の原発がんに対する早期がん割合を把握しましたか 84.4 80.0 84.4 80.0 82.2 76.7 84.4 80.0 ●

解説： 肺がんでは、臨床病期Ⅰ期がん割合、乳がんでは臨床病期Ⅰ期までのがん割合

(2-1) 平成26年度の早期がん割合を性別・年齢階級別に集計しましたか 73.3 68.9 75.6 71.1 73.3 67.4 77.8 73.3 ●

(2-2) 平成26年度の早期がん割合を市区町村別に集計しましたか 77.8 73.3 80.0 75.6 75.6 69.8 80.0 75.6 ●

(2-3) 平成26年度の早期がん割合を検診機関別に集計しましたか 33.3 17.8 31.1 15.6 33.3 18.6 31.1 17.8 ●

(2-4) 平成26年度の早期がん割合を検診受診歴別
注1）

に集計しましたか 55.6 53.3 53.3 51.1 55.6 51.2 60.0 57.8 ●

(2-5) 68.9 62.2 ●

(3) 80.0 73.3 80.0 73.3 77.8 71.1 ●

(4) 71.1 66.7 ●

解説：

(4-1) 73.3 68.9 ●

(4-2) 75.6 71.1 ●

(4-3) 28.9 15.6 ●

(4-4) 51.1 48.9 ●

(5) 71.1 66.7 ●

解説： 微小浸潤がんは病期Ⅰa1及びⅠa2期のもの

(5-1) 71.1 66.7 ●

(5-2) 68.9 64.4

(5-3) 26.7 17.8 ●

(5-4) 51.1 48.9 ●

(6) 平成26年度の陽性反応適中度を把握しましたか 100 91.1 100 91.1 93.3 83.7 100 91.1 100 93.3 ●

(6-1) 平成26年度の陽性反応適中度を性別・年齢階級別に集計しましたか 86.7 82.2 86.7 82.2 84.4 79.1 86.7 82.2 86.7 84.4 ●

(6-2) 平成26年度の陽性反応適中度を市区町村別に集計しましたか 100 91.1 100 91.1 93.3 83.7 100 91.1 100 93.3 ●

(6-3) 平成26年度の陽性反応適中度を検診機関別に集計しましたか 42.2 20.0 40.0 17.8 42.2 20.9 42.2 20.0 42.2 20.0 ●

(6-4) 平成26年度の陽性反応適中度を検診受診歴別
注1）

に集計しましたか 57.8 55.6 55.6 53.3 55.6 51.2 57.8 55.6 57.8 57.8 ●

(6-5) 73.3 71.1 ●

(7) 平成26年度の発見がんについて追跡調査を実施しましたか 26.7 24.4 26.7 24.4 26.7 23.3 26.7 24.4 24.4 22.2 ●

(7-1) 平成26年度の発見がんの追跡所見・病理所見について把握しましたか 24.4 22.2 24.4 22.2 24.4 20.9 24.4 22.2 22.2 20.0 ●

(7-2) 6.7 6.7 6.7 6.7 8.9 7.0 6.7 6.7 6.7 6.7 ●

解説：

※ ●事業評価のためのチェックリスト     （単位： ％）

大腸がん 肺がん 乳がん 子宮頸がん
※

胃がん

平成26年度の発見がんの予後調査（生存率・死亡率の分析など）を実施しま

したか

（子宮頸がん検診）平成26年度の上皮内病変（CINなど）数を年齢階級別に集

計しましたか

（子宮頸がん検診）平成26年度の上皮内病変（CINなど）数を市区町村別に集

計しましたか

（子宮頸がん検診）平成26年度の上皮内病変（CINなど）数を検診機関別に集

計しましたか

平成26年度の粘膜内がん（胃がん、大腸がん）・非浸潤がん（乳がん）を区別

しましたか

（子宮頸がん検診）平成26年度の上皮内病変（CINなど）数を区分毎に集計しま

したか

平成26年度の早期がん割合を検診方法別（マンモグラフィ単独/視触診・マン

モグラフィ併用）に集計しましたか

（子宮頸がん検診）平成26年度の上皮内病変（CINなど）数を検診受診歴別
注

1）
に集計しましたか

平成26年度の陽性反応適中度を検診方法別（マンモグラフィ単独/視触診・マ

ンモグラフィ併用）に集計しましたか

（子宮頸がん検診）平成26年度の発見がんに対する微小浸潤がん割合を把握し

ましたか

（子宮頸がん検診）平成26年度の微小浸潤がん割合を年齢階級別に集計しま

したか

（子宮頸がん検診）平成26年度の微小浸潤がん割合を市区町村別に集計しま

したか

（子宮頸がん検診）平成26年度の微小浸潤がん割合を検診機関別に集計しま

したか

（子宮頸がん検診）平成26年度の微小浸潤がん割合を検診受診歴別
注1）

に集

計しましたか

病変は①～④の区分毎に分けて集計すること

① CIN3または上皮内腺がん（AIS）の数　　② CIN2の数　　③ CIN1の数　　④ 腺異形成の数

この項目は、現在のがん部会の体制では容易でない都道府県も多いが、がん検診の精度管理という点から言えば本来は必要である

32



  

回答数：45都道府県
※

5．偽陰性例（がん）の把握　　検診の実施年度は問いません

以下の項目は、現在のがん部会の体制では容易でない都道府県が多いが、がん検診の精度管理という点から言えば本来は必要である

(1) ●

解説：

(2) 偽陰性例の把握のために、地域がん登録のデータを活用しましたか ●

(3) ●

解説：

6．不利益の調査　　検診の実施年度は問いません

以下4項目は次のような方法によって把握が可能である

・ 厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告」の「偶発症の有無別人数」欄に全ての市区町村のデータを集計している

 ・ 主要な医療機関（検診や、精密検査を担当する機関）に、検診対象者の検査・治療における偶発症を報告してもらう

ための依頼文書
注2）

 を送付し、その後報告されたものを集計している

(1) 検診受診後6ヶ月（1年）以内の死亡者を把握しましたか ●

解説： 検査あるいは治療での偶発症によるもの。ただし、原疾患の悪化によるものは除く

(2) 精密検査による偶発症を把握しましたか ●

(2-1) ●

(2-2) その他の重要な偶発症を把握しましたか ●

解説：

注1）　 初回受診者及び非初回受診者等の受診歴別：　初回受診者の定義は、過去3年に受診歴がない者（胃がん・大腸がん・乳がん・子宮頸がん）、前年に受診歴がない者（肺がん）

注2）　 依頼文書の雛型は「自治体のためのがん検診精度管理支援のページ」 http://nxc.jp/nccscr-commu/に掲載しています

【注意事項】

・

・

・

・

【本調査の対象年度について】

平成28年度のがん検診ご担当者が把握可能な最新年度を想定し、下記を対象としました。

・  平成28年度の検診対象者

・  平成26年度の検診のプロセス指標
※※

※※

胃がん検診については、胃内視鏡検査/胃部エックス線検査で共に体制を満たしている場合にのみ○と回答していただきした。

（都道府県全体で胃部エックス線検査のみ実施している場合は、胃部エックス線検査の実施体制について回答をお願いしました。）

※ ●事業評価のためのチェックリスト     （単位： ％）

乳がん

2.2

42.2

51.1 51.1 51.1

42.2

各都道府県の方針により、平成25年度のデータ（最新の地域保健・健康増進事業報告の公表値）や平成27年度のデータを集計・評価している場合もあり、本調査ではこの場

合も可としています。

0 0 0 0

プロセス指標の集計に関する設問では、今年度調査に限り、検診方式（集団、個別検診）別に集計していなくても全体（集団+個別）の値を集計している場合には集団検診を○、個別

検診を×と回答していただきました。

平成28年度に実施された内容（実績）に基づき、回答期間内に実施した場合は○、平成29年8月末日以降に確実な実施予定があるものは△、未実施かつ今後も実施予定が無い場合

は×と回答していただくようお願いしましたが、本調査結果では○の実施率のみ集計しています。

市区町村別、検診機関別等の設問では、全ての市区町村あるいは検診機関で実施している場合にのみ○とご回答いただきました。なお、本調査における検診機関とは、実際に検診

を行う個々の検診機関（医療機関）を指します。

33.3 33.3 33.3

入院治療を要するもの（例：前投薬起因性ショック、輸血や手術を要する程度の消化管出血、腹膜炎（胃がん、大腸がん）、経皮的肺穿刺や気管支生

検による多量出血（肺がん）、検査後の骨盤内感染症（子宮頸がん）、穿刺吸引細胞診や針生検による感染症（乳がん）等）

42.2 42.2

検診受診後1年以上経過してから発見された胃がん・大腸がん・肺がん、2年以

上経過してから発見された乳がん、子宮頸がんを把握しましたか

肺がん

（受診者の追跡調査や地域がん登録等により）検診受診後の偽陰性例を把握し

ましたか

胃がん

31.1 31.1

33.3

51.1

2.2 2.2

35.6

42.2

4.4

検診受診時には陰性であったが、その後次回の検診までに、検診以外で発見されたがん（基本的には1年未満に発見された胃がん・大腸がん・肺が

ん、2年未満に発見された乳がん・子宮頸がん）

住民検診受診後、規定された次回の検診（基本的には、胃・大腸・肺がん検診は1年後、乳・子宮頸がん検診は2年後）を受けずに、検診以外で発見さ

れたがん

大腸がん

0

4.4

子宮頸がん

4.4 2.2

消化管穿孔例（胃がん）、腸管穿孔例（大腸がん）、精密検査に伴う気胸や

感染症（肺がん）、治療が必要な中等度以上の出血例（乳がん・子宮頸が

ん）を把握しましたか

31.1 33.3 31.1

2.2 2.2

51.1

4.4
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1-2. 調査 2 事業評価の実施状況に関する調査（平成 28 年度活動状況） 

※ ●事業評価のためのチェックリスト     （単位： ％）

回答数：45都道府県
※

 7．生活習慣病検診等管理指導協議会の組織・運営　（平成28年度実施体制）

(1) ●

解説： 全ての関係者が揃っているのが望ましいが、少なくとも医師会の参加が無い場合は×とする

(2) ●

(3) 平成28年度のがん部会を開催しましたか ●

(4) ●

解説： 生活習慣病検診等管理指導協議会から委託を受けて外部の機関（例：対がん協会支部など）が行っている場合は○とする

※ ●事業評価のためのチェックリスト     （単位： ％）

回答数：45都道府県(肺がん個別検診実施は43都道府県） 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別

 8．事業評価に関する検討　（平成28年度実施体制）

(1) チェックリスト（平成28年度検診分）に基づく検討を実施しましたか 80.0 77.8 80.0 77.8 80.0 79.1 80.0 77.8 80.0 77.8 ●

(1a) (1)はがん部会として実施しましたか 64.4 57.8 60.0 55.6 62.2 55.8 60.0 55.6 62.2 55.6

(1-1) 77.8 77.8 75.6 75.6 75.6 76.7 75.6 75.6 75.6 75.6 ●

(1-1a) (1-1)はがん部会として実施しましたか 60.0 53.3 55.6 51.1 57.8 53.5 55.6 51.1 57.8 51.1

(1-2) 51.1 24.4 51.1 24.4 51.1 25.6 51.1 26.7 51.1 26.7 ●

(1-2a) (1-2)はがん部会として実施しましたか 46.7 17.8 44.4 17.8 46.7 18.6 44.4 20.0 46.7 20.0

(1-3) 62.2 60.0 62.2 60.0 62.2 60.5 62.2 60.0 62.2 60.0

(1-3a) (1-3)はがん部会として実施しましたか 40.0 37.8 40.0 37.8 40.0 37.2 40.0 37.8 40.0 37.8

(2) 88.9 86.7 88.9 86.7 88.9 88.4 88.9 86.7 88.9 86.7 ●

(2a) (2)はがん部会として実施しましたか 80.0 75.6 77.8 73.3 77.8 74.4 77.8 73.3 80.0 75.6

(2-1) 84.4 80.0 84.4 80.0 82.2 79.1 84.4 80.0 84.4 80.0 ●

(2-1a) (2-1)はがん部会として実施しましたか 73.3 68.9 71.1 66.7 71.1 67.4 71.1 66.7 73.3 68.9

(2-1-1) 84.4 77.8 84.4 77.8 82.2 76.7 84.4 77.8 84.4 77.8

(2-1-1a) (2-1-1)はがん部会として実施しましたか 73.3 66.7 71.1 64.4 71.1 65.1 71.1 64.4 73.3 66.7

(2-1-2) 46.7 28.9 46.7 28.9 46.7 27.9 46.7 28.9 46.7 28.9

(2-1-2a) (2-1-2)はがん部会として実施しましたか 40.0 22.2 37.8 20.0 40.0 20.9 37.8 20.0 40.0 22.2

(2-2) 62.2 57.8 60.0 55.6 60.0 55.8 57.8 53.3 60.0 55.6 ●

(2-3) 20.0 13.3 20.0 13.3 20.0 14.0 20.0 13.3 20.0 13.3 ●

(3) 17.8 11.1 17.8 11.1 17.8 11.6 17.8 11.1 17.8 11.1 ●

解説：

(4) 11.1 8.9 11.1 8.9 11.1 9.3 11.1 8.9 11.1 8.9 ●

子宮頸がん胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん

実地調査等により不適正な検診機関が認められた場合には、市区町村に対して

委託先の変更を助言するなど、適切に対応しましたか
注3）

※

プロセス指標（平成26年度検診分）において問題が認められた検診機関か

ら、聞き取り調査等を実施しましたか
注3）

個々の市区町村のチェックリスト（平成28年度検診分）について把握・検討

しましたか

チェックリスト（平成28年度検診分）やプロセス指標（平成26年度検診分）に

おいて問題が認められた検診機関に対して、実地による調査・指導等を実施し

ましたか
注3）

聞き取り調査だけで十分改善が期待できる場合には、（十分な改善が期待できない場合に実地調査・指導を行う体制ができていれば）実際に実地調

査・指導を行っていなくても○とする

都道府県のチェックリスト（平成28年度検診分）について、把握・検討しま

したか

個々の検診機関のチェックリスト（平成28年度検診分）について把握・検討

しましたか

プロセス指標（平成26年度検診分）について、全国数値との比較や、各市区

町村間、検診機関間でのばらつきの確認等の検証を実施しましたか

市区町村のプロセス指標（平成26年度検診分）について、各市区町村間での

ばらつきの確認等の検証を実施しましたか

75.675.6

検診機関のプロセス指標（平成26年度検診分）について、各検診機関間での

ばらつきの確認等の検証を実施しましたか

プロセス指標（平成26年度検診分）において問題が認められた市区町村か

ら、聞き取り調査等を実施しましたか
注3）

子宮頸がん

要精検率等のプロセス指標（平成26年度検診分）に基づく検討を実施しました

か

75.6

95.695.6 95.6 95.6

75.6

がん部会は、保健所、医師会、がん検診関連学会に所属する学識経験者、臨

床検査技師等の、がん検診に係わる専門家によって構成されていますか

88.9 84.4 86.7 86.7

80.084.4 73.3 80.0年に1回以上、定期的に生活習慣病検診等従事者講習会を開催しましたか

95.6

がん部会は、市区町村が策定した検診実施計画/検診体制等について、検診が円

滑に実施されるよう、広域的見地から医師会、検診機関、精密検査機関等と調整

を行っていましたか

73.3 75.6

84.4

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん
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※ ●事業評価のためのチェックリスト     （単位： ％）

回答数：45都道府県(肺がん個別検診実施は43都道府県） 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別

 9．事業評価の結果に基づく指導・助言　（平成28年度実施体制）

(1) 事業評価の結果に基づき、指導・助言等を実施しましたか 73.3 60.0 75.6 62.2 73.3 60.5 73.3 60.0 75.6 62.2 ●

(1-1) 事業評価の結果を報告書に取りまとめ、市区町村や検診機関に配布しましたか 66.7 53.3 66.7 53.3 66.7 53.5 66.7 53.3 66.7 53.3 ●

(1-2) 42.2 33.3 42.2 33.3 42.2 32.6 42.2 33.3 44.4 35.6 ●

(2) 60.0 55.6 62.2 57.8 62.2 60.5 62.2 55.6 62.2 55.6 ●

(2-1) 35.6 33.3 35.6 33.3 35.6 34.9 35.6 33.3 35.6 33.3

(2-2) 13.3 4.4 13.3 4.4 15.6 4.7 15.6 4.4 15.6 4.4

解説：

(2-3) 48.9 46.7 51.1 48.9 51.1 48.8 51.1 48.9 53.3 48.9

(2-4) 13.3 11.1 15.6 11.1 13.3 11.6 13.3 11.1 17.8 11.1

解説：

 10．事業評価の結果の公表　（平成28年度実施体制）

(1) 77.8 68.9 77.8 68.9 75.6 69.8 77.8 68.9 77.8 68.9 ●

解説：

(1a) 上記(1）はがん部会として公表しましたか 53.3 44.4 53.3 44.4 51.1 44.2 53.3 44.4 53.3 44.4

(1-1) 48.9 42.2 48.9 42.2 46.7 41.9 48.9 42.2 48.9 42.2

(1-1a) 上記(1-1）はがん部会として公表しましたか 31.1 24.4 31.1 24.4 28.9 23.3 31.1 24.4 31.1 24.4

(1-2) 40.0 17.8 40.0 17.8 37.8 18.6 40.0 20.0 40.0 20.0

(1-2a) 上記(1-2）は全ての検診機関名を付けて公表しましたか 28.9 8.9 26.7 8.9 26.7 9.3 28.9 8.9 28.9 8.9

(1-2b) 22.2 6.7 20.0 6.7 20.0 7.0 22.2 6.7 22.2 6.7

(1-3) 68.9 60.0 68.9 60.0 66.7 60.5 68.9 60.0 68.9 60.0

(1-3a) 上記(1-3）はがん部会として公表しましたか 46.7 37.8 46.7 37.8 44.4 37.2 46.7 37.8 46.7 37.8

(1-4) 13.3 11.1 13.3 11.1 11.1 11.6 13.3 11.1 13.3 11.1

(1-4a) 上記(1-4）は全ての検診機関名を付けて公表しましたか 11.1 8.9 11.1 8.9 8.9 9.3 11.1 8.9 11.1 8.9

(1-4b) 11.1 8.9 11.1 8.9 8.9 9.3 11.1 8.9 11.1 8.9

(1-5) 22.2 20.0 22.2 20.0 22.2 20.9 22.2 20.0 22.2 20.0

(1-5a) 上記(1-5）はがん部会として公表しましたか 17.8 15.6 17.8 15.6 17.8 16.3 17.8 15.6 17.8 15.6

(1-6) 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 9.3 8.9 8.9 8.9 8.9

(1-6a) 上記(1-6）はがん部会として公表しましたか 6.7 6.7 6.7 6.7 6.7 7.0 6.7 6.7 6.7 6.7

個別検診受託医療機関に関しては、市区町村を介して検診機関に指導が行われていれば○とする（市区町村の指導内容を必ず確認すること）

チェックリスト遵守度調査で、貴都道府県が設定した評価基準以下の検診機

関への指導、助言を実施しましたか
注3）

精検受診率が国の許容値以下（乳がんが80％未満、その他は70％未満）の市

区町村への指導、助言を実施しましたか
注3）

精検受診率が国の許容値以下（乳がんが80％未満、その他は70％未満）の検

診機関への指導、助言を実施しましたか
注3）

何らかの事業評価の結果を、個別の市区町村や検診機関の状況も含めてホーム

ページで公表しましたか

検診機関のチェックリスト遵守状況をホームページで公表しましたか（検診

機関名の有無は問いません）

検診機関のプロセス指標数値をホームページで公表しましたか（検診機関名

の有無は問いません）

チェックリスト遵守度調査で、貴都道府県が設定した評価基準以下の市区町

村に対する改善指導内容をホームページで公表しましたか
注3）

  （指導先の

市区町村名は必須です）

チェックリスト遵守度調査で、貴都道府県が設定した評価基準以下の検診機

関に対する改善指導内容をホームページで公表しましたか
注3）

  （指導先の

検診機関名は必須です）

個別検診受託医療機関に関しては、市区町村を介して検診機関に指導が行われていれば○とする（市区町村の指導内容を必ず確認すること）

※

事業評価の結果に基づき、市区町村や検診機関に対して個別の指導・助言を実

施しましたか
注3）

乳がん 子宮頸がん

上記(1-4）はがん部会として、検診機関名を付けて公表しまし

たか

市区町村のプロセス指標数値をホームページで公表しましたか（市区町村名

は必須です）

協議会や、都道府県内部での検討の議事録や、事業評価のために使用した資料の一部など、何らかの内容が公表されていれば○とする

事業評価の結果について、市区町村や検診機関に対する説明会を開催しましたか

市区町村のチェックリスト遵守状況をホームページで公表しましたか（市区

町村名は必須です）

上記(1-2）はがん部会として、検診機関名を付けて公表しまし

たか

チェックリスト遵守度調査で、貴都道府県が設定した評価基準以下の市区町

村への指導、助言を実施しましたか
注3）

胃がん 大腸がん 肺がん
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※ ●事業評価のためのチェックリスト     （単位： ％）

回答数：45都道府県(肺がん個別検診実施は43都道府県） 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別 集団 個別

(1-7) 20.0 20.0 22.2 22.2 22.2 20.9 22.2 22.2 24.4 22.2

(1-7a) 上記(1-7）はがん部会として公表しましたか 20.0 20.0 22.2 22.2 22.2 20.9 22.2 22.2 24.4 22.2

(1-8) 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.7 4.4 4.4 4.4 4.4

(1-8a) 上記(1-8）はがん部会として公表しましたか 4.4 4.4 4.4 4.4 4.4 4.7 4.4 4.4 4.4 4.4

(1-9) 35.6 33.3 35.6 33.3 35.6 32.6 35.6 33.3 35.6 33.3

(1-9a) 上記(1-9）はがん部会として公表しましたか 28.9 26.7 28.9 26.7 28.9 25.6 28.9 26.7 28.9 26.7

注3）

【注意事項】

・

・

・

【本調査の対象年度について】

平成28年度のがん検診ご担当者が把握可能な最新年度を想定し、下記を対象としました。

・  平成28年度の検診体制（市区町村や検診機関のチェックリスト遵守状況）

・  平成26年度の検診のプロセス指標
※※

※※

※
胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮頸がん

各都道府県の方針により、平成25年度のデータ（最新の地域保健・健康増進事業報告の公表値）や平成27年度のデータを集計・評価している場合もあり、本調査で

はこの場合も可としています。

平成28年度に実施された内容（実績）に基づき、回答期間内に実施した場合は○、平成29年8月末日以降に確実な実施予定があるものは△、未実施かつ今後も実施予定

が無い場合は×と回答していただくようお願いしましたが、本調査結果では○の実施率のみ集計しています。

市区町村別、検診機関別等の設問では、全ての市区町村あるいは検診機関で実施している場合にのみ○とご回答いただきました。なお、本調査における検診機関とは、実

際に検診を行う個々の検診機関（医療機関）を指します。

胃がん検診については、胃内視鏡検査/胃部エックス線検査で共に体制を満たしている場合にのみ○と回答していただきした。

（都道府県全体で胃部エックス線検査のみ実施している場合は、胃部エックス線検査の実施体制について回答をお願いしました。）

都道府県チェックリストの遵守状況をホームページで公表しましたか

精検受診率が国の許容値以下（乳がんが80％未満、その他は70％未満）の市

区町村に対する改善指導内容をホームページで公表しましたか
注3）

 （指導先

の市区町村名は必須です）

指導対象の市区町村、検診機関がなかったため公表しなかった場合は「対象なし」とご回答ください。（「対象なし」は上記の実施率集計には含んでい

ません。）

精検受診率が国の許容値以下（乳がんが80％未満、その他は70％未満）の検

診機関に対する改善指導内容をホームページで公表しましたか
注3）

 （指導先

の検診機関名は必須です）
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部
会

が
公

表
し

た
内

容
注

2
）

が
ん

部
会

の
活

動
評

価
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2
-
2
.
 
都

道
府

県
別

の
結

果
及

び
評

価
結

果
一

覧
（

大
腸

が
ん

検
診

・
集

団
検

診
）

 

市
区

町
村

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

遵
守

状
況

検
診

機
関

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

遵
守

状
況

市
区

町
村

の

プ
ロ

セ
ス

指
標

検
診

機
関

の

プ
ロ

セ
ス

指
標

改
善

指
導

（
市

区
町

村
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

が
要

改
善

）

改
善

指
導

（
検

診
機

関
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

が
要

改
善

）

改
善

指
導

（
精

検
受

診
率

7
0
%

未
満

の
市

区
町

村
）

改
善

指
導

（
精

検
受

診
率

7
0
%

未
満

の
検

診
機

関
）

都
道

府
県

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

遵
守

状
況

北
海

道
2
3

C
○

△
△

△
△

×
×

×
×

×
△

公
表

準
備

中

青
森

県
2
4

C
○

○
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

岩
手

県
3
0

C
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

宮
城

県
1
6

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

秋
田

県
1
6

B
○

○
○

○
○

○
△

△
△

△
×

B

山
形

県
2
2

C
○

○
×

×
○

○
×

×
×

×
×

D

福
島

県
1
8

C
○

○
△

×
○

×
△

×
○

×
○

C

茨
城

県
1
0

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

-
×

D

栃
木

県
2
2

C
○

○
○

○
○

○
-

-
○

○
○

A

群
馬

県
8

B
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
○

D

埼
玉

県
1
8

C
△

△
△

×
△

×
×

×
×

×
×

開
催

準
備

中

千
葉

県
1
3

B
○

○
○

○
○

×
-

-
×

-
×

B

東
京

都
2
9

C
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

神
奈

川
県

2
1

C
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
○

D

新
潟

県
9

B
○

○
○

○
○

×
-

-
-

-
○

B

富
山

県
1
6

B
△

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

開
催

準
備

中

石
川

県
1
0

B
○

○
○

○
○

×
○

○
○

×
○

B

福
井

県
3

B
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

A

山
梨

県
1
7

B
○

○
○

△
○

×
×

×
×

×
○

C

長
野

県
1
1

B
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
○

D

岐
阜

県
1
5

B
○

○
△

×
△

×
×

×
×

×
×

D

静
岡

県
4
6

D
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

E

愛
知

県
3
7

D
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

三
重

県
2
4

C
○

△
△

△
△

×
×

×
×

×
△

公
表

準
備

中

滋
賀

県
4

B
○

×
×

×
.

.
-

-
-

-
×

D

京
都

府
8

B
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

開
催

準
備

中

大
阪

府
1
4

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

兵
庫

県
4
7

D
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

E

奈
良

県
3
6

D
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

E

和
歌

山
県

2
3

C
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

E

鳥
取

県
1
4

B
○

○
×

×
○

○
×

×
×

×
×

D

島
根

県
1
9

C
○

○
○

○
○

×
×

×
×

×
×

C

岡
山

県
2
7

C
○

○
○

○
○

×
○

-
○

×
○

B

広
島

県
1
7

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

山
口

県
1
4

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

徳
島

県
未

提
出

E
.

.
.

.
.

.
.

.
.

.
.

E

香
川

県
2
0

C
○

△
△

×
△

×
×

×
×

×
△

公
表

準
備

中

愛
媛

県
1
8

C
○

○
×

×
○

×
×

-
×

×
×

D

高
知

県
3
2

C
○

△
△

×
△

×
×

×
×

×
×

公
表

準
備

中

福
岡

県
3
2

C
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
×

D

佐
賀

県
1
5

B
○

○
○

×
×

×
○

×
○

×
×

C

長
崎

県
2
4

C
○

○
○

×
○

×
○

×
○

×
×

C

熊
本

県
2
2

C
○

○
○

○
○

×
○

○
○

×
○

B

大
分

県
未

提
出

E
.

.
.

.
.

.
.

.
.

.
.

E

宮
崎

県
2
4

C
○

○
○

×
○

×
○

×
○

×
○

C

鹿
児

島
県

1
2

B
○

○
○

×
○

×
○

-
○

-
○

B

沖
縄

県
2
1

C
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

注
1
）
 指

導
対

象
の

市
区

町
村

、
検

診
機

関
が

な
か

っ
た

た
め

「
-
」
と

し
て

い
ま

す
。

注
2
）
 本

調
査

で
は

、
が

ん
部

会
と

し
て

、
管

轄
下

の
精

度
管

理
状

況
を

ど
の

程
度

公
表

さ
れ

て
い

る
か

を
示

し
ま

す
。

 　
　

　
が

ん
部

会
と

し
て

で
は

な
く
、

都
道

府
県

が
主

体
的

に
公

表
さ

れ
て

い
る

場
合

は
×

と
し

て
い

ま
す

。
（
都

道
府

県
に

よ
る

公
表

の
有

無
は

、
都

道
府

県
用

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
の

遵
守

状
況

に
反

映
さ

れ
て

い
ま

す
）

都 道 府 県 名

都
道

府
県

用
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

の
遵

守
状

況
大

腸
が

ん
部

会
の

活
動

状
況

　
 （

○
：
実

施
済

　
△

：
今

後
実

施
予

定
は

あ
る

　
×

：
実

施
し

な
い

  
－

：
評

価
対

象
な

し
注

1
）
　
.　

：
回

答
な

し
 ）

×
の

項
目

数
（
6
1
項

目
中

）

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
の

評
価

大
腸

が
ん

部
会

の
開

催

が
ん

部
会

に
よ

る

評
価

結
果

公
表

注
2）

が
ん

部
会

が
公

表
し

た
内

容
注

2
）

が
ん

部
会

の
活

動
評

価
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2
-
3
.
 
都

道
府

県
別

の
結

果
及

び
評

価
結

果
一

覧
（

肺
が

ん
検

診
・

集
団

検
診

）
 

市
区

町
村

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

遵
守

状
況

検
診

機
関

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

遵
守

状
況

市
区

町
村

の

プ
ロ

セ
ス

指
標

検
診

機
関

の

プ
ロ

セ
ス

指
標

改
善

指
導

（
市

区
町

村
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

が
要

改
善

）

改
善

指
導

（
検

診
機

関
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

が
要

改
善

）

改
善

指
導

（
精

検
受

診
率

7
0
%

未
満

の
市

区
町

村
）

改
善

指
導

（
精

検
受

診
率

7
0
%

未
満

の
検

診
機

関
）

都
道

府
県

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト

遵
守

状
況

北
海

道
2
3

C
○

△
△

△
△

×
×

×
×

×
△

公
表

準
備

中

青
森

県
2
4

C
○

○
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

岩
手

県
2
9

C
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

宮
城

県
1
6

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

秋
田

県
1
6

B
○

△
△

△
△

△
△

△
△

△
×

公
表

準
備

中

山
形

県
2
2

C
○

○
×

×
○

○
×

×
×

×
×

D

福
島

県
1
7

B
○

○
△

×
○

×
△

×
○

×
○

C

茨
城

県
1
0

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

-
×

D

栃
木

県
2
1

C
○

○
○

○
○

○
-

-
○

○
○

A

群
馬

県
8

B
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
○

D

埼
玉

県
1
8

C
△

△
△

×
△

×
×

×
×

×
×

開
催

準
備

中

千
葉

県
1
3

B
○

○
○

○
○

×
-

-
×

-
×

B

東
京

都
2
8

C
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

神
奈

川
県

4
0

D
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
○

D

新
潟

県
8

B
○

○
○

○
○

×
-

-
-

-
○

B

富
山

県
1
6

B
△

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

開
催

準
備

中

石
川

県
1
0

B
○

○
○

○
○

×
○

○
○

×
○

B

福
井

県
3

B
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

A

山
梨

県
1
7

B
○

○
○

△
○

×
×

×
×

×
○

C

長
野

県
1
1

B
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
○

D

岐
阜

県
1
5

B
○

○
△

×
△

×
×

×
×

×
×

D

静
岡

県
4
4

D
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

E

愛
知

県
4
5

D
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

三
重

県
2
4

C
○

△
△

△
△

×
×

×
×

×
△

公
表

準
備

中

滋
賀

県
4

B
○

×
×

×
.

.
-

-
-

-
×

D

京
都

府
8

B
△

△
△

△
△

△
△

△
△

△
△

開
催

準
備

中

大
阪

府
1
4

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

兵
庫

県
5
7

D
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

E

奈
良

県
3
6

D
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

E

和
歌

山
県

1
0

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

鳥
取

県
1
1

B
○

○
×

×
○

○
×

×
×

×
×

D

島
根

県
2
0

C
○

○
○

○
○

×
×

×
×

×
×

C

岡
山

県
2
7

C
○

○
○

○
○

×
○

-
○

×
○

B

広
島

県
1
7

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

山
口

県
1
4

B
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

徳
島

県
未

提
出

E
.

.
.

.
.

.
.

.
.

.
.

E

香
川

県
2
2

C
○

△
△

×
△

×
×

×
×

×
△

公
表

準
備

中

愛
媛

県
1
8

C
○

○
×

×
○

×
×

-
×

×
×

D

高
知

県
3
4

C
○

△
△

×
△

×
×

×
×

×
×

公
表

準
備

中

福
岡

県
3
1

C
○

○
×

×
○

×
×

×
×

×
×

D

佐
賀

県
1
4

B
○

○
○

×
×

×
○

×
○

×
×

C

長
崎

県
2
4

C
○

○
○

×
○

×
○

×
○

×
×

C

熊
本

県
2
2

C
○

○
○

○
○

×
○

○
○

×
○

B

大
分

県
未

提
出

E
.

.
.

.
.

.
.

.
.

.
.

E

宮
崎

県
2
4

C
○

○
○

×
○

×
○

×
○

×
○

C

鹿
児

島
県

1
2

B
○

○
○

○
○

×
○

-
○

-
○

B

沖
縄

県
2
1

C
○

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

D

注
1
）
 指

導
対

象
の

市
区

町
村

、
検

診
機

関
が

な
か

っ
た

た
め

「
-
」
と

し
て

い
ま

す
。

注
2
）
 本

調
査

で
は

、
が

ん
部

会
と

し
て

、
管

轄
下

の
精

度
管

理
状

況
を

ど
の

程
度

公
表

さ
れ

て
い

る
か

を
示

し
ま

す
。

 　
　

　
が

ん
部

会
と

し
て

で
は

な
く
、

都
道

府
県

が
主

体
的

に
公

表
さ

れ
て

い
る

場
合

は
×

と
し

て
い

ま
す

。
（
都

道
府

県
に

よ
る

公
表

の
有

無
は

、
都

道
府

県
用

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
の

遵
守

状
況

に
反

映
さ

れ
て

い
ま

す
）

都 道 府 県 名

都
道

府
県

用
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

の
遵

守
状

況
肺

が
ん

部
会

の
活

動
状

況
　

 （
○

：実
施

済
　

△
：今

後
実

施
予

定
は

あ
る

　
×

：
実

施
し

な
い

  
－

：
評

価
対

象
な

し
注

1
）
　
.　

：
回

答
な

し
 ）

×
の

項
目

数
（
6
1
項

目
中

）

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
の

評
価

肺
が

ん
部

会
の

開
催

が
ん

部
会

に
よ

る

評
価

結
果

公
表

注
2）

が
ん

部
会

が
公

表
し

た
内

容
注

2
）

が
ん

部
会

の
活

動
評

価
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2
-
4
.
 
都

道
府

県
別
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で
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度
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理
状

況
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程
度
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。

 　
　

　
が

ん
部

会
と

し
て

で
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な
く
、
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県

が
主

体
的

に
公

表
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れ
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×
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よ
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）
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3-1. 都道府県別の総合評価（胃がん検診・集団検診） 

 

 

 

3-2. 都道府県別の総合評価（大腸がん検診・集団検診） 

A - - - - - - - - - - - - - - 0

B 1 福井 5
秋田・千葉・新
潟・石川・鹿児
島

2 山梨・佐賀 11

宮城・茨城・群
馬・長野・岐阜・
滋賀・大阪・和
歌山・鳥取・広
島・山口

- - 2 富山・京都 - - 21

C 1 栃木 2 岡山・熊本 5
福島・島根・愛
媛・長崎・宮崎

8

青森・岩手・山
形・東京・神奈
川・奈良・福岡・
沖縄

4
北海道・三重・
香川・高知

1 埼玉 - - 21

D - - - - - - 1 愛知 - - - - 2 静岡・兵庫 3

E
- - - - - - - - - - - - 2 徳島・大分 2

2 7 7 20 4 3 4 47

調
査
1
　
都
道
府
県
用
チ

ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
遵
守
状
況

合計

調査2　胃がん部会の開催状況、および精度管理評価結果の公表状況

合
計

部会開催済

A B C

開催予定なし

ED
公表準備中

公表状況
開催準備中

A - - - - - - - - - - - - - - 0

B 1 福井 5
秋田・千葉・新
潟・石川・鹿児
島

2 山梨・佐賀 10

宮城・茨城・群
馬・長野・岐阜・
滋賀・大阪・鳥
取・広島・山口

- - 2 富山・京都 - - 20

C 1 栃木 2 岡山・熊本 4
福島・島根・長
崎・宮崎

8

青森・岩手・山
形・東京・神奈
川・愛媛・福岡・
沖縄

4
北海道・三重・
香川・高知

1 埼玉 1 和歌山 21

D - - - - - - 1 愛知 - - - - 3 静岡・兵庫・奈良 4

E
- - - - - - - - - - - - 2 徳島・大分 2

2 7 6 19 4 3 6 47

調
査
1
　
都
道
府
県
用
チ

ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
遵
守
状
況

合計

調査2　大腸がん部会の開催状況、および精度管理評価結果の公表状況

合
計

部会開催済
開催準備中 開催予定なし

公表状況
公表準備中

A B C D E

赤枠内は要改善の都道府県を示す 

赤枠内は要改善の都道府県を示す 
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3-3. 都道府県別の総合評価（肺がん検診・集団検診） 

 

 

 

3-4. 都道府県別の総合評価（乳がん検診・集団検診）  

A - - - - - - - - - - - - - - 0

B 1 福井 4
千葉・新潟・石
川・鹿児島

3
福島・山梨・佐
賀

11

宮城・茨城・群
馬・長野・岐阜・
滋賀・大阪・和
歌山・鳥取・広
島・山口

1 秋田 2 富山・京都 - - 22

C 1 栃木 2 岡山・熊本 3
島根・長崎・宮
崎

7
青森・岩手・山
形・東京・愛媛・
福岡・沖縄

4
北海道・三重・香

川・高知
1 埼玉 - - 18

D - - - - 2 神奈川・愛知 - - - - 3 静岡・兵庫・奈良 5

E
- - - - - - - - - - - - 2 徳島・大分 2

2 6 6 20 5 3 5 47

調
査
1
　
都
道
府
県
用
チ

ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
遵
守
状
況

合計

調査2　肺がん部会の開催状況、および精度管理評価結果の公表状況

合
計

部会開催済
開催準備中 開催予定なし

公表状況
公表準備中

A B C D E

A - - - - - - - - - - - - - - 0

B 1 福井 5
秋田・千葉・新
潟・石川・鹿児
島

2 山梨・佐賀 9

宮城・茨城・群
馬・長野・岐阜・
滋賀・大阪・鳥
取・山口

- - 2 富山・京都 1 和歌山 20

C 1 栃木 2 岡山・熊本 4
福島・島根・長
崎・宮崎

9

青森・岩手・山
形・東京・神奈
川・広島・愛媛・
福岡・沖縄

4
北海道・三重・
香川・高知

1 埼玉 - - 21

D - - - - - - 1 愛知 - - - - 3
静岡・兵庫・奈
良

4

E
- - - - - - - - - - - - 2 徳島・大分 2

2 7 6 19 4 3 6 47

調
査
1
　
都
道
府
県
用
チ

ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
遵
守
状
況

合計

調査2　乳がん部会の開催状況、および精度管理評価結果の公表状況

合
計

部会開催済
開催準備中 開催予定なし

公表状況
公表準備中

A B C D E

赤枠内は要改善の都道府県を示す 

赤枠内は要改善の都道府県を示す 
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3-5. 都道府県別の総合評価（子宮頸がん検診・集団検診）   

 

 

A - - - - - - - - - - - - - - 0

B 1 福井 4
千葉・新潟・石
川・鹿児島

2 山梨・佐賀 9

宮城・茨城・群
馬・長野・岐阜・
滋賀・大阪・和
歌山・山口

- - 1 京都 - - 17

C 1 栃木 3
秋田・岡山・熊
本

4
福島・島根・長
崎・宮崎

9

青森・山形・東
京・神奈川・鳥
取・広島・愛媛・
福岡・沖縄

4
北海道・三重・
香川・高知

2 埼玉・富山 - - 23

D - - - - 2 岩手・愛知 - - - - 3
静岡・兵庫・奈
良

5

E
- - - - - - - - - - - - 2 徳島・大分 2

2 7 6 20 4 3 5 47

調
査
1
　
都
道
府
県
用
チ

ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
遵
守
状
況

合計

調査2　子宮がん部会の開催状況、および精度管理評価結果の公表状況

合
計

部会開催済
開催準備中 開催予定なし

公表状況
公表準備中

A B C D E

赤枠内は要改善の都道府県を示す 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金 

 検診効果の最大化に資する、職域を加えた新たながん検診精度管理手法に関する研究班  

がん検診精度管理体制構築の加速化への課題を議論する会 

議事録 

 

日時：平成 29年 12月 20日（水）13:00～17:00 

場所：国立がん研究センター新研究棟 7階会議室 A・B 

 

出席者： 

（研究代表者） 

 ・斎藤 博  （国立がん研究センター 社会と健康研究センター 検診研究部） 

（構成員） 

 ・井立田 訓 （鹿児島県鹿児島市 健康福祉局保健所保健予防課保健予防係） 

 ・崎川 能孝 （金沢市医師会） 

 ・嶋谷 嘉英 （青森県 健康福祉部がん・生活習慣病対策課） 

 ・進藤 健  （東京都八王子市 医療保険部成人健診課） 

 ・中井 麻子 （奈良県五條市 保健福祉センター成人保健係） 

 ・中坪 直樹 （東京都 福祉保健局保健政策部健康推進課） 

（随行者） 

 ・市川 厚夫 （東京都八王子市 医療保険部成人健診課） 

 ・武藤 香織 （東京都八王子市 医療保険部成人健診課） 

 ・元山 可南子（青森県 健康福祉部がん・生活習慣病対策課） 

 ・湯川 綾  （東京都 福祉保健局保健政策部健康推進課） 

 ・喜平 真未 （鹿児島県鹿児島市 健康福祉局保健所保健予防課保健予防係） 

 ・渡邉 由佳 （東京都 福祉保健局保健政策部健康推進課） 

（研究関係者） 

 ・雑賀 公美子（国立がん研究センター 社会と健康研究センター 検診研究部 

         がん対策情報センター がん医療支援部 健診実施管理支援室 併任） 

 ・高橋 宏和 （国立がん研究センター 社会と健康研究センター 検診研究部 

         がん対策情報センター がん医療支援部 健診実施管理支援室 併任） 

 ・福吉 潤  （株式会社キャンサースキャン） 

・町井 涼子 （国立がん研究センター がん対策情報センター がん医療支援部 

健診実施管理支援室 併任） 

（事務局） 

 ・天沼 早百合（国立がん研究センター 社会と健康研究センター 検診研究部） 

 ・河邊 優  （国立がん研究センター 社会と健康研究センター 検診研究部） 

・粕谷 加代子（国立がん研究センター がん対策情報センター がん医療支援部 

健診実施管理支援室 併任） 

 ・長友 亘  （株式会社キャンサースキャン） 
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検討事項： 

（1）コール・リコールの実施について 

（2）精検受診率の更なる向上について（特に個別検診） 

（3）仕様書による検診機関への委託、事業評価のフィードバックの推進について 

（4）がん検診精度管理におけるその他の諸課題について 

（5）個別検診の精度管理体制構築に特に必要なことについて 

 

議論の内容： 

各検討事項について、まず別紙「事前ヒアリングシート」をもとに、構成員の考える課題や解決策

を共有し、議論を行った。 

（1）コール・リコールの実施について 

 ①対象者の設定、対象者の把握、対象者名簿の作成に関して 
 現状、職域の対象者をできていないことや、高齢者の対象年齢を何歳までとするか（チェックリ

ストでは 74 歳までとしているが、指針では上限は決まっていない）、また何度勧奨しても受診に

結び付かない対象者がいるなど、無駄打ちが多く発生している。八王子市では、クーポンを配布し

ても未受診の者を、鹿児島市では、社保本人と思われる者をそれぞれ勧奨対象から外すといった

工夫をしているが、完璧な対応策ではない。 

 これに対して、特定健診と同様に実施主体を「保険者で切り分ける」というアイディアが提案さ

れた。構成員からは、「保険者の義務にすると、誰が誰にするということが 1 対 1 対応で責任も明

確になる」「受診率で苦しんでいる立場からいうと、仕分けしていただくと純粋に受診率を自分た

ちの立場で考えられる」といった声が挙がった。一方、国では保険者や職域のワーキンググループ

が立ち上がっており、「法的な縛りもない中、引き続き職域でがん検診を続けなければいけないの

は財政的に苦しい」といった声があるとの情報提供もあった。 
 

②個別受診勧奨・再勧奨の実施について 

 財源の問題もあるが、自治体によってやる気とマンパワー、キャパシティーに差があるため、一

律に解決できる問題ではない旨が共有された。 

 

③個別受診勧奨・再勧奨によって増える受診者に提供する受診機会（検診のキャパシティ）の確保

（特に婦人科系がん検診） 

 都市部の自治体では、検診機関と調整するなどしてキャパシティーの問題を回避していた。地

方の自治体では、他県ながら医療圏内の医療機関に依頼をかけるなどの取組みが紹介された。こ

れに対して、広域受診を受け入れてもらえない例も存在することから、県や県間での調整が必要

となっていくだろうとの意見も挙がった。 

 

④特定健診との同時受診促進の手法 

 時間の制約により省略された。 
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（2）精検受診率の更なる向上について（特に個別検診） 

①精検受診の有無/精検結果の網羅的な把握に関して（特に、精検機関との連携体制について） 

③市外/県外における精検：結果を網羅的に把握するための体制構築について 

 東京都および青森県では、都県内の精密検査実施医療機関に対して、自治体が行っている精検

結果把握に協力する旨の文書が出されている。都道府県をまたいで精検実施医療機関が分布して

いるような自治体もあることから、国レベルでのこうした取り組みが必要との意見が挙がった。 

 文書料についても問題提起がなされた。現状、根拠となる指針等が存在しないため、対応が医療

機関によって異なっている。これについては、厚労省でも統一した見解は出されていないはずと

の情報提供があった。八王子市では、市内の医療機関において共通に使用している精検依頼書・結

果報告書があり、これを要精検者が持っていけば文書料等は請求しないルールとなっている。し

かしながら、市外で受診した場合はこの限りではなく、文書料を請求されるケースもあるとの共

有があった。こうした点を踏まえると、全国的に統一したルールが必要ではないか、という意見が

挙げられた。 

 結果の把握も標準化された報告書によって一元化していくべきだ、との意見が挙がった。申告

ベースで結果を把握すると、エラーが多く入ってしまうためである。成績の良い八王子市や五條

市は報告書をもって適切に追跡も実施できていることから、精検結果報告書の重要性の認識を広

めていくべきとの意見が共有された。 

 

②精検の受診勧奨実施に関して 

議論の流れ上、省略された。 

 

 

（3）仕様書による検診機関への委託、事業評価のフィードバックの推進について 

 ①国が提示する仕様書（最低限の精度管理項目が網羅された仕様書）の利用に関して 
 ②各検診機関へのフィードバックに関して 

・検診機関用チェックリストの遵守状況、プロセス指標値の把握 
・把握した指標の評価 
・評価結果を各検診機関に返却 

  金沢市医師会では、医師会が中心となって標準的な仕様書の作成を行っている。また、各医療

機関のプロセス指標の集計し、医療機関を順位付けしたうえで匿名化した状態で現状の良し悪し

をフィードバックしている。このように、医師会が中心となって実施してもらえるのが理想形で

はあるが、現実的な落としどころとは言い難い。県レベルで集計を行う動きは増えてきてはいる

が、フィードバックを集団個別ともに実施できているところはほとんどないのが現状である。ま

ずは、市町村が集団健診を委託する医療機関ごとのプロセス指標値を集計・フィードバックでき

るようにすることが第一歩ではないか、との声が上がった。 
一方で、担当者がよく変わる自治体では知識が担保・継承されづらく、良い取り組みを実施して

いる組織の代表である構成員の間でも、チェックリストの認識にばらつきがみられたことから、

プロセス指標値の把握などはなおのこと難しい。国立がん研究センターからチェックリストの運

用やプロセス指標値の評価の標準的な手法を提示していくことが重要、との認識がなされた。 
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  指針外検診について、これを制限するための国からの見解を示してほしいという意見が多数挙

がった。これに対し、金沢市医師会は海外で実践され始めている検診を先進的に取り入れており、

指針外検診が取り締まられると、医師のモチベーションが下がるのではないか、との危惧が挙げ

られた。これについては、研究事業という位置づけですみ分ければ良いとの回答があった。 
 
 
（4）がん検診精度管理におけるその他の諸課題について 

（5）個別検診の精度管理体制構築に特に必要なことについて 

  「がん検診を検査としか捉えていない」「目的外の情報収集を要望として挙げてくる」「予防医

学に関する認識が薄い」など、専門家（医療者）側のがん検診に対する認識不足が多く挙げられ、

がん検診に関する専門家教育の必要性が共有された。大学での医師養成課程のカリキュラムには

近い文言が含まれているが、教える側の人間の認識が薄いなどの、形骸化してしまっている側面

がある。国際的にはどこの国でも教育に含まれている分野でもあることから、国に訴えかけてい

く必要がある。 

  また、国の指針変更や学会の取り扱い規約変更に伴う、都道府県の要綱改定がなかなか追い付

かない、との声も聞かれた。国の指針変更については急に変わることが多いため、運用開始まで

の過渡期をつくるなどの提言を行っても良いのではないか、との意見があった。また、国からの

情報が自治体にまで下りないのは都道府県の連絡不足の一面もあるため、この体制改善も提言し

ていく。 

  五條市は精検を県外の医療機関にも委託しているが、県内外で子宮がん検診の精検の取り扱い

が異なるという現状がある、とのことであった。これは、指針に政権に関する取扱いの記載が一

切ないことが問題の一因として挙げられる。世界各国では指針の中に精検の取り扱いも記載され

ているため、他のがん種も含めて、日本の指針を国際基準にすることを提言していかなければい

けない、との意見が挙げられた。 

  大阪府では、精度管理を外部機関に委託しており、この機関が各自治体の相談相手にもなって

いる。身動きがとりづらい大きな都道府県にとっては、こうした外部委託での取組みはモデルケ

ースとなるかもしれない。また、精度管理が良くない医療機関に対しては、がん部会など県の部

会の医師が出向き、直接指導を行っている。医師が医療機関との話し合いに入るというのも、医

療機関に聞く耳を持たせる有効な手段である可能性がある。 

  精度管理の向上に向けてあるべき姿とは、関与する組織・人がそれぞれの役割を果たすことで

ある。現状は自治体によって都道府県や医師会との関わり方が異なるが、行き詰った際に次の一

手を打つという意味で組織間の連携・共有はあるに越したことはない。 

 

 

今後について： 

・国への提言書として本会での議論内容を年度内にまとめあげていく 
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